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序     文 

 
ミャンマー国（以下、「ミ」国）の ICT 発展は 1996 年のコンピュータ科学開発法の施行

に伴い加速し、「ミ」国政府は ICT 関連大学の新規建設･開校を急ピッチで進めました。1997
年にヤンゴン・コンピュータ大学（UCSY）に続く 2 つ目の ICT 総合大学マンダレー・コ

ンピュータ大学（UCSM）を開校したのに続き、2000 年以降、24 のコンピュータ大学を相

次いで建設･開校しました。 
上記 ICT 関連大学の運営は UCSY が統括しており、USCY は「ミ」国での ICT 教育に

おいて中心的な役割を担っているものの、その講義内容は座学が中心で、卒業生は「ミ」

国 ICT 産業界の求めるスキルを習得できない状況にありました。 
「ミ」国政府はこうした事情を背景として、2000 年 10 月に我が国に対し、ICT 人材を

育成するための「情報通信技術訓練センター（ICTTI）」設立のため技術協力プロジェクト

の実施を要請しました。 
我が国は、この要請を受け、数次に渡る現地調査を行った結果、「将来の中核的な ICT エ

ンジニア候補」の育成を図り、大学教育と ICT 産業界との橋渡しとしての役割を果たす

UCSY 傘下の ICTTI が、UCSY を始めとする ICT 関連大学の卒業生を主たる対象として演

習中心の研修を実施できるようになることを目的とした技術協力プロジェクトを実施する

こととし、2006 年 12 月より 3 年間の予定で開始されました。 
本プロジェクトは 2009 年 11 月をもって終了する予定となっていたことから、本年 8 月

～9 月に終了時評価調査を実施し、本プロジェクトの活動実績や目標達成度、成果、今後の

課題等を調査、分析、確認し、評価 5 項目の観点から評価を行うと共に、「ミ」国側と協議、

共有した上でミニッツに取りまとめました。本報告書は、今回の調査結果を取りまとめた

ものです。 
終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げるとと

もに、併せて今後のご支援をお願いする次第です。 
 
2010 年 1 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
経済基盤開発部長 小西 淳文 
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評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：ミャンマー 案件名：ソフトウェア及びネットワーク技術者

育成プロジェクト 

分野：情報通信 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済基盤開発部運輸交通・情報通

信グループ 

協力金額（評価時点）：約 4.9 億円 

(R/D): 2006 年 12 月 11 日～ 

2011 年 11 月 30 日（評価時点） 

先方関係機関：ヤンゴン・コンピュータ大学

（UCSY） 

(延長): 日本側協力機関：経済産業省 
協力期間 

(F/U) : 他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

 JICA は、ミャンマー国の政策立案者の能力向上を図ることを目的に、2000 年 12 月から日本とミ

ャンマー国の産官学メンバーから構成されるタスクフォースを設置し、財政・金融、産業貿易、ICT

（Information and Communication Technology）及び農業農村分野の調査と政策提言を行った。ICT

部会では、ICT の利用促進と ICT を利用した産業振興に資する政策提言策定が行われた。 

 この政策提言を受け、ミャンマー政府は ICT 人材の育成を実現するために、「情報通信技術訓練

センター（ICT Training Institute, ICTTI）」設立に向けた更なる協力を要請した。JICA は、そ

の要請を受け、ICTTIを対象として ICT訓練機関の能力強化を目的とする技術協力プロジェクト「ソ

フトウェア及びネットワーク技術者育成プロジェクト」を実施している。 
 
１－２協力内容 

（１）上位目標 

ICTTI から質の高い修了生が継続的に輩出される。 

（２）プロジェクト目標 

ICTTI が演習中心の ICT 訓練を実施できるようになる。 

（３）成果 

1. ICTTI の組織・機能が確立される。 

2. 必要な供与機材が据付、運用、保守される。 

3. 教官の ICT 関連技術における授業の実施能力が向上する。 

4. 訓練コースのカリキュラム、シラバス、教材が整備される 

（４）投入（評価時点） 

日本側： 

業務実施契約専門家派遣 10 名 

機材供与 85,672 千円（USD 898,980） 

ローカルコスト負担  8,603 千円（USD 90,325） 

研修員受入 30 名  

相手国側： 

カウンターパート配置  33 名  

光熱費 

土地・施設提供 
 
2009 年 8月末 JICA 統制レート 1USD=95.25 円 

２. 評価調査団の概要 

 調査者 （担当分野：氏名  職位） 

宮本 秀夫  団長／総括 JICA ミャンマー事務所長 

増田 吉朗  協力企画  JICA 経済基盤開発部運輸交通・情報通信第 3課 

小澤みどり  評価分析  株式会社パデコ シニアコンサルタント 

調査期間  2009 年 8 月 30 日～2009 年 9 月 12 日 評価種類：終了時評価 



 

３.評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 プロジェクト終了時までに、成果 1と 4はほぼ達成される見込み、成果 2は達成される見込

み、成果 3は既に達成されていると判断する。その達成を確実なものにするために、以下の点

を強化する必要がある。 

・ カウンターパート（C/P）の適切な人員配置や、彼らに対する ICTTI 以外の業務負担率に関

する、ICTTI マネジメント層による適切な管理 

・ 授業及び機材維持管理に関してカウンターパート機関において新たに業務に従事すること

になった職員に対し経験のある職員が指導・育成してゆく体制のさらなる強化 

 

 プロジェクト目標に関しては、プロジェクトの活動が継続して実施されれば、達成されると

判断する。その達成を確実なものにするため、以下の取り組みが必要である。 

・ 途中からプロジェクトに参画しているC/Pの知識とスキルをITSSレベル3まで向上させ

る。今後、新たに C/P が加わった場合も同様であるため、新 C/P を経験のある C/P が育

成して行く体制を整える。 

・ コンピュータ大学の講師および卒業生、ICT 企業の若手技術者のトレーニングに対する

ニーズを把握し、その結果をカリキュラム見直しに役立てる。 

 

 上位目標に関しては、既に現在ICTTIでは年間250人程度の修了生を輩出できる状況にあり、

また外部からの応募者も継続して見込まれることから、プロジェクトの活動を継続して実施し

てゆけば、達成されると判断する。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

・政策との整合性については、本プロジェクトは関連政策における方針と合致していることが

確認された。プロジェクト計画および終了時評価時ともに、ICT 分野における人材育成はミャ

ンマー政府の ICT マスタープランにおける優先課題の一つである。また、日本の対ミャンマー

援助方針においても民主化・経済構造改革に資する人材育成が重点分野の一つとなっている。

・開発ニーズとの整合性については、中間評価時と同様、終了時評価時も、本プロジェクトが

ミャンマーの ICT 産業が直面している課題に応えるものであることが確認できた。ミャンマー

コンピューター産業協会における会員数も著しく増加（1998 年 24 社→2009 年約 400 社）して

おり、終了評価時のインタビュー調査においても深刻な人材不足が指摘されている。よって、

本プロジェクトの妥当性は高いと判断する。 

 

（２）有効性 
・プロジェクト目標の達成については、設定されていた 4 つの指標（①ICTTI 教官が IT スキル標

準レベル 3相当の ICT に関する能力を身につける、②ニーズに応じた訓練コースを年に 2回体系的

に実施する、③IT スキル標準レベル 2 相当の ICT に関する能力を身に付けた修了生の割合が年々

増加する、④ICT 関連大学で修了生が教える授業の質が向上する）についていずれも達成・改善が

確認され、終了時評価時の受益者調査においても修了生の多くが自己の教授法や知識が本プロジェ

クトによるトレーニングにより向上したと回答していることから、プロジェクトの有効性は高いと

判断される。プロジェクト目標の達成をより確実なものとするために、3-1.において指摘した改善

事項について今後の取り組みが期待される。 

 

（３）効率性 

・成果の達成については、設定されていた 10 個の指標1について概ね達成・改善されたことが確認

                                                 
1 成果 1 の指標：①適切な能力をもつ適切な数の C/P が確保される、②定期的にプロジェクトの慎重がモニタリングされる。 

 成果 2 の指標：③設置した機材が適切に作動する、④LAN システムが管理手順書に基づいて適切に管理される、⑤ソフトウェアが



 

された。成果の達成をより確実なものとするために、3-1.において指摘した改善事項について今後

の取り組みが期待される。 

・投入については専門家派遣、機材供与、本邦研修についてそれぞれ下記の通り適切であったこと

が確認された。専門家派遣については、C/P のインタビュー調査から質、量、タイミングともに適

切であったとの回答が得られた。機材供与については変更及び追加投入があったが、これは技術革

新を反映した仕様への変更と、プロジェクト目標達成のためにネットワーク技術コースのワークシ

ョップ用機材を追加調達したものであり、その必要性が確認できた。本邦研修については、人数枠

の拡大があったが、これは本邦研修に行けない C/P 職員に不公平感が生まれ、モチベーション低下

につながっているため問題であるとの中間評価時の提言を考慮し、また本邦研修が C/P 職員のその

後のパフォーマンス改善に効果が大きいことを受けて改善を図ったものである。これら追加投入は

成果（主として 3、4）の達成に寄与したことから、妥当であったと判断される。 

・協力期間については、第 1回事前評価調査から 6年以上が経過しているものの、プロジェクト期

間中に発生した処々の問題に柔軟に対応したことにより、当初の計画通り 3年でプロジェクト目標

を達成し、かつ上位目標への道筋も確立されたことから、効率性は比較的高いと判断できる。 

・協力金額については、事前評価時点では 3.1 億円と見積もっていたが、最終的に 4.9 億円になっ

た。主な理由としては初期の施設改修のために施工管理の専門家派遣を行ったこと、2007 年 9 月

の政情不安による専門家派遣期間の見直したこと、2008 年 5 月のサイクロン「ナルギス」による

プロジェクトサイトの被災への対応をおこなったこと、過電圧への対応などプロジェクトの外部要

因による計画の変更を余儀なくされたことが大きい。その他、上述の投入にあるとおりの追加投入

が行われたことも一因である。 

 

（４）インパクト 

・上位目標については、プロジェクト終了後、3年間の修了生が 600 名に達することが指標として

挙げられていたが、現在 ICTTI ではプロジェクトの成果により年間 250 人程度の有能な修了生を

輩出できる状況にあるとともに、新規応募者も継続して見込まれることから、プロジェクトの

活動を継続して実施すれば達成が見込まれる。なお、負のインパクトの発現は特段予測されてい

ない。 

・想定外の効果として、実習中心の ICT トレーニングの価値が UCSY に評価されており、ICTTI の

教官および ICTTI 既卒の UCSY の教官が、UCSY の授業で可能な範囲で本教授法を取り入れるなどの

行動変容が見られる。 

 

（５）自立発展性 

 以下の三つの側面から本プロジェクトの自立発展性は高いと思われる。 

・政策面については、3-2（1）に記載したとおり、ICT 分野における人材育成は ICT マスタープラ

ンにおける優先課題の一つでありニーズも大きいことから今後も政策として重視されること

が見込まれる。 

・技術面については、成果が概ね達成されていることから本プロジェクトにより対象技術は適切に

移転されたといえる。また、本プロジェクトにより移転された技術の定着及び発展にあたって、今

後 C/P が自ら最新技術動向を調査するとともに、ICT 産業界の動向、ICT 産業の人材育成に関する

ニーズを把握してカリキュラムに反映できるようになることが重要となるが、これは 3-1 でも指摘

した通りである。 

・財務面については、成果が概ね達成されていることから現在のところ適切に管理されているとい

える。今後は ICTTI が既存機材の保守やアップグレード費、インターネット接続料金などの維持管

理費の予算を担保していくことが重要となる。そのためにも研修コースの成果を内外に示していく

                                                                                                                                                             
定期的に更新・管理される。 

 成果 3 の指標：⑥講師およびアシスタント講師による授業の質が日本人専門家の認定するレベルに到達する、⑦学生が教官の指

導方法に満足している。 

 成果 4 の指標：⑧IT スキル標準に沿ったネットワークとソフトウェアコースのカリキュラム、シラバス、教科書、演習教材、終

了試験が作成される、⑨カリキュラム、シラバス、教科書、演習教材、終了試験それぞれの改訂マニュアルが作成される、⑩学

生がカリキュラム、シラバス、教材に満足する。 



 

必要がある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

 当初の計画にはなかったが、アカデミックな知識の習得を中心に行ってきた C/P に対し、シス

テムの開発・導入を行う実践の機会をより多く提供するために、ICTTI の組織運営で必要なシステ

ム開発・導入を、プロジェクト形式で実施した。これが、C/P の実践力向上に寄与し、かつトレー

ニングのワークショップ題材としても使用でき、さらには、そのシステムをプロジェクトの組織運

営に利活用し組織運営が効率化される、という 3重の効果を生んだ。また、ネットワーク技術コー

スのケーススタディ題材として実施した UCSY のネットワーク環境整備は、C/P がネットワークの

設計から機材調達、施工管理まで一貫して経験したため C/P の実践力が飛躍的に向上した、と専門

家も C/P も評価している。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

 専門家と C/P によるモニタリングが毎週定例的に実施されており、かつグルーウェアなどを

情報共有やプロジェクトメンバー間のコミュニケーションツールとして活用し、プロジェクト

の進捗や課題が共有されていることは、優れている点である。全日本人専門家と、プロジェク

トディレクター（UCSY の学長）を除く全ての C/P が同じ部屋に席を持っており、それが双方間

のコミュニケーションを促し円滑にしている。また、C/P のモチベーションが非常に高いこと、

同僚に教え合う文化があることも、専門家からの技術移転が複数の C/P にうまく伝播でき、効

果発現に貢献している。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

 プロジェクトの活動に ICTTI へのマネジメント支援が含まれていなかった。ICTTI のマネジ

メントを担当しているプロジェクトマネージャには、マネジメント経験がないことから、ICTTI

のマネジメント能力強化もプロジェクト支援対象とすることが適切であった。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

 ミャンマーは上意下達の社会であることから、大臣の意向で計画が変更されかねない。一般

的に大臣が外国人と面談することはなく、本プロジェクトでも、科学技術省大臣の意向によっ

てターゲットグループが変更された。これは大臣の本プロジェクトの関心が高いが故ではある

が、プロジェクトの円滑な運営を妨げる場合もある。 

 

 科学技術省や UCSY の方針により、C/P の民間企業との接触、専門家の他のコンピュータ大学

や民間企業との接触が制限されていることは、ICT 産業の動向、ICT 産業の人材育成に関する

ニーズを把握する際の障害である。 

 

３－５ 結論 

 プロジェクト終了まで残すところ 3 ヶ月となり、本プロジェクトは、プロジェクト目標、4

つの成果の達成がほぼ見込まれる状況にある。プロジェクトの妥当性、有効性、正のインパク

トは高く（負のインパクトは予測されていない）、効率性も比較的高いと判断される。自立発

展性に関しては、その確保のために、実施すべき施策も行われている中、順調に推移している。

 

 以上から、終了時評価調査団は、本プロジェクトは終了時までに目標をほぼ達成できると判

断する。しかし、目標達成を確実なものにするため、自立発展性をより高めるためにプロジェ

クトを延長し、提言 3-6 にあるような必要な技術支援を継続することを提言する。 

 



 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（１）モジュールベースの短期コースの開催 

 現行のトレーニングコースは期間が長いため、IT 業界や公的機関から、短期集中コース（トレ

ーニング内容を関連項目毎にモジュールに分割して構成するコース、以後モジュールベースと呼

ぶ）実施への要望がある。多様化するトレーニングニーズへの対応と、ICTTI のカリキュラムやク

ラスルームなどのリソースを効率的に活用するためにモジュールベースのトレーニングコースの

導入を提案する。 

 

（２）外部向けセミナーの開催 

 C/P が自分で率先して新技術動向をアップデートする能力をより高めるため、C/P が専門家の支

援を受けながらテクニカルセミナーを実施するのは価値のあることである。C/P にとって、自身の

技術力を内外にアピールする機会になるとともに、ICTTI の宣伝ともなることから、それらのセミ

ナーは外部にも公開されることが推奨される。同時に、そのセミナーに修了生も招き、彼らから

ICTTI のトレーニングコースのニーズに関するフィードバックを得る機会に活用することも提言す

る。 

 

（３）ICT 関連大学の教員トレーニングへのサポート 

 本プロジェクトを実施中に、「ミ」側からのリクエストがあり、ICTTI のトレーニング対象者が、

当初予定されていたコンピュータ関連大学の卒業生で将来ミャンマーの ICT 関連産業界で職を得

ようする者に加えて、コンピュータ関連大学教官のスタッフも追加された。ICT 関連大学の教員ト

レーニングをする意義は、その教官の技術力向上に寄与するのみならず、特に ICTTI のマネジメン

トの視点からは、経験を積んだ C/P が人事異動により、ICTTI を離れる可能性があることから、C/P

と成り得る実力を持った新 C/P 候補人材をより多く持つ意味においても大切であるため、今後も続

けられることが望まれる。 

 

（４）ICTTI の修了生に対するフォローアップ 

 ミャンマーでは、求人・就職活動は知人ネットワークを利用してなされるのが一般的である。ま

た、モジュールベースのトレーニングのニーズ調査や、ICTTI の宣伝を企業に対し、および潜在的

応募者へ宣伝するのに、修了生を活用するのも手である。ICTTI が組織的に修了生同窓会組織を立

ち上げ、修了生とのネットワークを強固なものとしてゆくことを提言する。どのようなシステムが

適切か、ミャンマーの慣習を熟知している C/P が主体的に試行錯誤する中で、適切な方法が見つけ

られることが期待される。 

 

（５）C/P マネジメント層のマネジメント能力向上支援 

 C/P マネジメント層のマネジメント能力は 1年前の中間評価時に比して向上していることが観察

された。現在のマネジメント層および次期マネジメント候補層に対して、そのマネジメント能力向

上を意識して、プロジェクト実施プロセスの中に、彼らを巻き込んでの ICTTI の将来計画（何のコ

ースを、誰を対象に、どの規模で実施してゆくか等）や財務計画（機材の保守やアップグレード計

画やその予算措置等）の策定活動を組み込んでゆき、彼らのマネジメント能力向上支援がなされれ

ば、さらに本プロジェクトの自立発展性が強固になると考える。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

（１）C/P の人事異動に対する策をプロジェクト初期から盛り込む 

 JICA プロジェクトにおいて、C/P は公務員であることが多く、その公務員の人事異動のローテー

ションによって、C/P がプロジェクト期間中に異動になることもあり得る。その人事異動を、プロ

ジェクトの外部要件と捉えるのではなく、当初から参画している C/P が異動してきた C/P を教育す

るなどの対策をプロジェクト内部の活動として取り込んだ人材育成策を、プロジェクト実施初期段

階から導入しておくことが望まれる。 

 



 

（２）LMS(Learning Management System:学習管理システム)の導入 

 本プロジェクトでは、オープンソースの学習管理システム Moodle が導入され、試験実施、試験

結果自動集計、教材の配布や、学生の成績管理、受講履歴管理、等に活用して、トレーニングの効

果・効率向上に貢献している。本システムはオープンソースで無償であり、すでに世界中で実績が

あることから JICA の他のトレーニング関連のプロジェクトでも活用することを薦める。 

 

（３）マネジメント能力支援の重要性 

 技術協力プロジェクトの場合、概して技術移転に焦点があたり、プロジェクト実施機関のマネジ

メント能力への支援が十分でないことがある。特に自立発展性を確保するためにはマネジメント能

力の強化が不可欠なことから、マネジメント能力向上に必要な投入を確保するべきである。本プロ

ジェクトの PDM では、マネジメント能力強化に必要な活動が含まれていなかったが、今後は PDM 上

でマネジメント強化に関する成果と活動を明確にすることを教訓としたい。 

 

（４）停電対策案の選択について 

 JICA がプロジェクトを実施している国や地域では、電気供給が不安定であり頻繁に停電したり、

電圧の振幅が激しいなどの問題が良く取り上げられる。そのための措置として導入される UPS や電

圧安定機であるが、その後の保守のしやすさ（現地で保守ができるか、保守に係るリードタイム、

保守にかかる費用（ただし保守頻度は導入前には予想し難い場合もある））も考慮して、選定する

必要がある。また、昨今ラップトップの低価格化も見られることから、停電対策としては、無停電

電源装置（UPS）に頼らず、ラップトップ PC のバテリーに頼るという選択肢もある。どの選択肢を

取るかは、予算はもちろん、停電時に、どれだけ PC を使用し続けなければならないかの要求定義

にも関わってくる。プロジェクトの導入機材（場合によっては施設）設計時には、これらの点を総

合的に判断し停電対策案を決めてゆくことを教訓としたい。 

 

（５）トレーニング関連技術協力プロジェクトのプロジェクトスコープの柔軟な拡大 

 トレーニング関連の技術協力プロジェクト（特に職業訓練の要素が強いプロジェクト）では、通

常、以下の発展ステップをたどることが多いと思われる。 

ステップ１）トレーニングを実施できるようになる準備をする（建物・機材・教材整備や教員への

技術移転） 

ステップ２）トレーニングの実施 

ステップ３）トレーニング学生のトレーニング修了時の品質保証 

ステップ４）トレーニング修了生の出口確保（就職して社会に出てゆくように仕込む） 

ステップ１から４全段階を通して）マネジメント力強化 

 対象国や、設定されたプロジェクトサイトの人的資源のキャパシティによって、ステップ 1から

4にかけて必要となる期間に差があるため、プロジェクト開始前のプロジェクト設計時点では、ス

テップ幾つまでを、プロジェクト期間内で標榜すべきかは容易には図れない。その場合には、短め

のフェーズ 1プロジェクトで、ステップ 2ないしは 3までをプロジェクトスコープとし、そこに期

間内で到達しそうな成功しているプロジェクトに関しては、比較的容易にフォローアップ、ないし

は、フェーズ 2として、ステップ 4までプロジェクトスコープに含められるという様に、柔軟にプ

ロジェクトスコープを拡げられる仕組みがあれば、なお効果・効率性の高い技術協力プロジェクト

が実施できると考える。 
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第１章 終了時評価の概要 

 

1-1 終了時評価調査団派遣の経緯と目的 

本終了時評価調査団は、2009 年 11 月に 3 年間のプロジェクト期間終了を控えた本プロジェクトを評

価するために派遣された。その調査の目的は、プロジェクトに関する活動実績や目標達成度、成果、今

後の課題等を調査、分析、確認し、評価 5項目に即した評価を行うことである。さらに ICTTI がミャン

マー側により自立発展的に継続されるためにミャンマー側が取り組むべき事項等を明らかにするとと

もに、ミャンマーにおける ICT 教育の今後に対する提言も取りまとめる。 

 

1-2 評価者の構成 

氏 名 担 当 所 属 

宮本 秀夫 団長／総括 独立行政法人国際協力機構 

ミャンマー事務所長 

増田 吉朗 協力企画 独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部 運輸交通・情報通信第 3課 

小澤 みどり 評価分析 株式会社パデコ 

 

1-3 評価調査日程 

 

調査期間は、2009 年 8月 30 日から 2009 年 9月 12 日までの 14 日間で、調査日程は、以下の通り。 

活動内容 日

数 

月日 

（曜日） 団長/総括 協力企画 評価分析 

1 8/30（日） 

成田（TG641 11:00）→バンコク

（15:30） 

バンコク（TG305 17:50）→ヤンゴ

ン（18:45） 

2  8/31（月） JICA 事務所表敬、専門家面談 

3  9/1 （火） ICT 企業訪問、専門家面談 

4  9/2（水） C/P 面談、質問票回収 

5  9/3（木） C/P 面談、質問票回収 

6  9/4（金） 学長面談、M/M 案作成 

7  9/5（土） 

 

資料整理、M/M 案作成 

8  9/6（日）  

成田（TG641 11:00）→バンコ

ク（15:30） 

バンコク（TG305 17:50）→ヤ

ンゴン（18:45）、団内協議 

資料整理,M/M 案作成、 団内協議 

9 9/7（月） 団内協議、UCSY 表敬、協議方法と今後の予定確認、M/M 案提示 
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10 9/8（火）  ICT 企業訪問、UCSY ロガキャンパス視察、C/P 面談 

   日本大使館への説明  

11 9/9（水） M/M 案協議 

12 9/10（木） M/M 案協議、 終報告書作成 

AM:M/M 協議、 終報告書作成 

13 9/11（金） PM:JCC ミーティング、M/M 署名 

ヤンゴン（TG306 19:45） →バンコク(TG642 23:50) →成田 

14 9/12（土）  成田着（08:10）6H20 

 

1-4 主要面談者 

【ICTTI：Information and Communication Technology Training Institute】 

Dr. Ni Lar Thein, Project Director (Rector, University of Computer Studies, Yangon (UCSY)) 

Dr. Thin Thu Naing, Project Manager (Professor, UCSY) 

Dr. Thi Thi Soe Nyunt, Course Director (Professor, UCSY) 

Dr. Thandar Phyu, Leader of Network group (Associate Professor, UCSY) 

Dr. Khin Nweni Tun, Leader of Software group (Associate Professor, UCSY) 

 

【ミャンマーICT 関連業界団体および ICT 関連企業】 

Dr. U Thein Oo (President, Myanmar Computer Federation) 

Dr. Myint Myint Than (Director, Myanmar Computer Federation) 

Ms. Lei Mon Win (Senior Project Manager, Production, Research and Development, Myanmar 

Information Technology Pte Ltd) 

Mr. U Zaw Moe Thant (Director, ACE Data Systems) 

Mr. Thaung Tin (Chairman & CEO, KMD Computer Group) 

Mr. Aung Zaw Myint (Managing Director, Myanmar Info-Tech Corp., LTd. and Chairman, Winner Company) 

 

【プロジェクトチーム：株式会社日本開発サービス】 

小暮 陽一 総括/IT 教育/プロジェクトマネジメント 

大野 勉  データベース設計・管理 

笹原 豪  ネットワーク管理 

白石 祐子    Java プログラミング 

佐藤 晶  副総括・研修計画・機材調達・業務調整 

 

【在ミャンマー日本大使館】 

五十嵐 淳志 二等書記官 
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【JICA ミャンマー事務所】 

佐藤 公平 次長 

本田 賀子 企画調査員 

 

1-5 評価項目・評価方法 

PDM は、プロジェクト開始当初から何度か改訂され、 新版は 2009 年 7 月に改訂された Ver3.0 であ

る。本終了時評価では、PDMVer3.0（付属資料 1協議議事録 Annex1）を使用した。参考までに以下に今

までの PDM の変更点と理由を記載する。 

 

Ver0 から Ver2.0 への変更点 

第 2 次事前評価調査時に締結された協議議事録（2005 年 3 月 8 日付）において Ver0 として合意され

た。その後第 3 次事前評価調査（2005 年 6 月）、R/D 協議（2006 年 5 月）までの間に現地において調整

が行われた結果、R/D 協議では Ver2.0 として合意され、プロジェクトは Ver2.0 を基に開始された。 

 

Ver2.0 から Ver2.1 への変更点 

変更点 上位目標の指標「訓練コース修了生が IT スキル標準レベル 2 相当の能力に達す

る割合が年々増加する」は上位目標の指標からは削除し、プロジェクト目標の指

標に移動する。 

1 

理由 この指標はプロジェクト実施期間内に実現できるため。 

変更点 プロジェクト目標の指標に、「ICT 関連大学から参加した修了生の授業の質が向

上する」を追加する。 

2 

理由 新たにターゲットグループとなったコンピュータ大学の講師に関する目標を明

確にするため。 

変更点 成果１の指標を「適切な能力を持つ C/P が確保される」と「定期的にプロジェク

トの進捗がモニタリングされる」に変更する。 

3 

理由 Ver2.0 の指標が妥当でないため、成果１の下の活動内容を踏まえて、新たな指

標を設定する。 

変更点 成果 4「訓練コースのカリキュラム、シラバス、教材が整備される」を「訓練コ

ースのカリキュラム、教材が整備、必要に応じて改訂される」に変更する。 

4 

理由 整備されるだけでなく、プロジェクトの進捗に応じて、改訂されることが求めら

れる。 

変更点 活動 3-10「ICT 関連大学で講師として勤務する修了生の授業の質をモニタリング

する」を加える。 

5 

理由 プロジェクト目標に新たな指標が加わり、データ入手手段としての活動が必要に

なったため。 
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Ver2.1 から Ver3.0 

変更点 活動 1-6「新しく採用された教官を対象とした、持続可能な訓練手順が確

立される。」 

活動 4-10「修了生を対象としたフォローアップ活動が実施される。」 

を追加する。 

1 

理由 プロジェクトの自立発展性を確保するため。 

 

(1)主な調査項目 

1)実績確認と実施プロセスの把握 

①日本・ミャンマー国双方の投入、プロジェクトの活動実績、プロジェクトの成果、プロジェクト目

標、上位目標の具体的な達成度合いを確認した。 

②技術移転のプロセス、C/P のオーナーシップ、モニタリングの実施状況などを把握した。 

 

2)評価 5項目による評価 

上記 1）で確認されたプロジェクトの実績及び実施プロセスについて、以下の 5つの観点（「評価 5

項目」）から評価を行った。 

①妥当性 

②有効性 

③効率性 

④インパクト 

⑤自立発展性 

 

3)総括（結論） 

上記評価 5項目による評価結果を受けて、プロジェクトの総合判定を行った。 

 

4)教訓及び提言 

①上記結論に基づき、プロジェクトや関係機関に対し、提言や助言を行った。 

②上記結論に基づき、実施中の他の類似プロジェクトや将来開始される予定のプロジェクトの発掘・

形成に参考になる事柄を取りまとめた。 

 

(2)情報・データ収集方法 

1)文献資料調査 

既存の文献・報告書等（R/D、事業進捗報告書、業務完了報告書、プロジェクト成果品）、その他プ

ロジェクトが作成した資料などから必要な情報を収集した。 

 

2)質問票による調査 

事前に質問票を作成の上、専門家全員(10 名)、コースディレクターを除く C/P 全員(21 名)宛てに

配布し、情報収集を行った。 
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3)直接観察 

ICTTI を訪問し、C/P の活動状況、授業の様子、専門家による技術移転の様子、施設、機材、教材

の確認を行った。 

4)インタビュー調査 

プロジェクト関係者（専門家、C/P）に対してインタビュー調査を行い、プロジェクト実績、活動

プロセス等に関する情報・データの収集・整理を行った。また、ICT 企業、関連機関と意見交換を行

った。 
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第２章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

 

2-1 プロジェクト開始まで及びその後協議 
 本プロジェクトは 2000 年 10 月の要請から案件開始まで約 6年を要した。 

（1）基礎調査（2002 年 4 月） 

現地にて関連機関を訪問し、プロジェクトの実施検討に必要な情報収集を行った。またミャンマー側と

の協議により、プロジェクトの実施体制や実施措置を確認し、実施が妥当と思われる技術協力の範囲と

具体的内容について、協議・確認を行った。 

 

（2）第一次事前評価調査（2003 年 3 月） 

 現地にて、関連機関との協議を通じて、技術協力プロジェクトの実施に必要な情報の追加収集並びに

案件の必要性・妥当性の検討を行い、先方機関と協議を行った上で、妥当性を確保することが可能なプ

ロジェクトの詳細な実施計画について検討し、その結果をミニッツにまとめた。 

 

（3）第二次事前評価調査（2005 年 2 月） 

 現地にて、ミャンマー情勢により 2年近く停滞していたプロジェクトを取り巻く状況の確認を行うと

ともに、研修カリキュラムの策定を含め、妥当性を確保することが可能なプロジェクトの詳細な実施計

画について検討し、その結果をミニッツにまとめた。 

 

（4）第三次事前評価調査（2005 年 6 月） 

 現地にて、確定したカリキュラムを基に必要な機材の選定と電源設備・施設の状況を把握するための

調査を行った。 

 

（5）R/D 締結協議（2006 年 5 月） 

 ミャンマー事務所が中心となって実施機関と協議を行い、プロジェクト開始に必要なR/Dを締結した。 

 

（6）M/M 締結協議（2006 年 7 月） 

 ミャンマー側の実施体制とプロジェクトのスケジュールを確認するために実施機関と協議を行い、プ

ロジェクト開始に必要なミニッツを締結した。 

 

（7）プロジェクト開始（2006 年 12 月） 

 JICA においてコンサルタント選定、契約等の手続きを経て、コンサルタントの国内作業を経て、2006

年 12 月に 3名の専門家の着任を以って案件が開始された。 

 

（8）運営指導調査（2008 年 5月） 

 MOST 大臣の意向によりターゲットグループに大学教員を追加したい旨、変更の打診が合ったことを受

け、同内容の確認及び代替案の提案のために調査団を派遣した。その結果、C/P が直接学生に教える前

に試行期間として設けていた大学教員の受入期間を延長した。 
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（9）中間評価調査（2008 年 9月） 

 プロジェクトの中盤を迎え、中間評価調査を実施した。その時点ではプロジェクトは順調に実施され、

プロジェクト期間終了時までに目標を達成できると判断された。そして、目標達成を確実なものにする

ため、残りのプロジェクト期間中にプロジェクトが実施すべき必要な対策が調査団により提案された。 

 

（10）運営指導調査（2009 年 2月） 

 外部（民間）から学生の受入が開始され、民間受講生から短期コース開催の希望が出されたことを受

け、同内容の確認及び今後の対策について協議を行うために調査団を派遣した。その後プロジェクトに

よる調査の結果、プロジェクトマネジメントコースの開催要望が高かったことから、同コースを短期コ

ースの試行コースとして新規開設するために協力内容を追加することとなった。 

 

（11）終了時評価調査（2009 年 9 月） 

 プロジェクトの終了を 11 月に控え、終了時評価調査を実施した。本報告書がその結果である。 

 

2-2 実施プロセス 
本プロジェクトは 6つのフェーズに分けられ、フェーズごとに実施内容が決められている。各フェー

ズの内容は表 1の通り。 

表 1 各フェーズの実施内容一覧 

フェーズ 期間 実施内容 

1 2007 年 1月 

～9 月 

日本人専門家が、19 名の C/P（講師）に直接技術移転を行った。 

2 2007 年 10 月 

～2008 年 3 月 

日本人専門家からフェーズ１で技術移転を受けた C/P が模擬授業を

実施。学生は MOST 傘下のンピュータ大学と職業訓練大学の教員 45 名

（SW開発 25 名、NW技術 20 名） 

3 2008 年 4月 

～9 月 

C/P が授業を実施。学生はコンピュータ大学の教員と修士課程の学生

計 72名（SW 開発 40 名、NW 技術 32名） 

4 2008 年 10 月 

～2009 年 3 月 

C/P が授業を実施。学生は、コンピュータ大学の教員と修士課程の学

生（SW 開発 34名・NW 技術 36名）と、外部(民間)からの学生（SW 開

発 20名、NW 技術 15 名）。合計 105 名。 

5 2009 年 4月 

～9 月 

フェーズ 4と同様。学生は、コンピュータ大学の教員と修士課程の学

生（SW 開発 15名・NW 技術 24名）と、外部(民間)からの学生（SW 開

発 19名、NW 技術 34 名）。合計 92名。 

6 2009 年 10 月 

～2010 年 3 月 

第 4,5 フェーズと同様。プロジェクト自体は 2009 年 11 月で終了。12

月以降はミャンマー側のみで実施する。130 名の学生を受け入れる予

定。 

 

 プロジェクト開始当初は、第 3フェーズより外部から学生を受け入れる予定であった。しかし、科学

技術大臣の意向で、ICTTI を大学教員の育成の場として使うよう指示があり、表 1 にある通り、全国に

25（UCSY 含む）あるコンピュータ大学の教員と修士課程の学生を対象にトレーニングを行うことになっ
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た。その後再び科学技術省の方針が変更され、第 4フェーズでは外部から学生を受け入れることになっ

た。また、第 5フェーズ実施中の 6月下旬からは、SW開発コースのワークショップと合わせるスケジュ

ールで、UCSY およびヤンゴンの IT企業等から要望の強かった「プロジェクトマネジメント短期コース」

も新設して実施しており、現在 10名が受講中である。 

 

2-3 投入実績 
 日本側、ミャンマー側とも、投入はほぼ予定どおり行われた。プロジェクトが開始される前に、建物

の改修工事を日本側の負担で行った。2008 年 5月に発生したサイクロンによって建物などに一部被害が

生じたが、その際にはミャンマー側が改修工事を行なうとともに、日本側も支援を行い、プロジェクト

の活動に悪影響が及ぶことはなかった。また、2008年9月に実施された中間評価とその後の協議の結果、

将来的に ICTTI の活動を通して国内外からの民間システム受託を行うことが合意され、その準備のため

の基礎的追加技術移転を行うこととなった。具体的には、ヤンゴン・コンピュータ大学関係施設のシス

テム環境を調査し、SW 及び NW コースにおける既存ワークショップ・カリキュラムの中で、大学システ

ム環境の改善に資する方策が取れないか検討した結果、機材や図書の調達、関連工事を含めた措置を追

加で支援することとなった。 

 

2-3-1 日本側の投入実績 

(1)専門家の派遣 

 JICA はプロジェクトの実施を株式会社日本開発サービスに業務委託した。専門家の派遣は、付属資料

1協議議事録 Annex2 が示す通り、ほぼ予定通り実施された。 

第 2フェーズの開始時にはミャンマー国の社会情勢が悪化したことから、我が国外務省の渡航制限に

より専門家 1名の渡航が延期された。しかし、第 2フェーズの C/P による模擬授業は、そのスケジュー

ル変更が難しいことから予定どおり開始され、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee, JCC）

も予定どおり開催された。その後、外務省の渡航制限の緩和により、専門家派遣が再開された。派遣延

期によって、技術移転活動に若干の影響があったものの、既に派遣されていた 2名の専門家がカバーす

ることで授業の実施自体への悪影響はなかった。また、NW ワークショップでケーススタディとして活用

する、WiMAX 技術を活用した UCSY のロガキャンパスとラインキャンパス間のネットワークシステム構築

のため、ネットワーク(WiMAX)専門家が 2008 年度後半と 2009 年度に追加で投入された。2009 年 5 月に

は体調不良が原因で、総括が交替し、副総括が総括となり、研修計画・機材調達・業務調整員が副総括

となったが、ともにプロジェクト開始以来プロジェクトに関わってきた者なので、特に問題は発生して

いない。 

 

(2)本邦研修 

 2007 年および 2008 年に１グループずつ、2009 年は、SW グループ、NW グループ、マネージメントグ

ループと 3 グループに分けて本邦研修が実施され、プロジェクト終了時には計 30 名の C/P が研修に参

加することになる（2007 年 7 名、2008 年 6 名、2009 年 NW グループ 6名、マネージメントグループ 6名

は既に実施済み、SW グループ 5名は 2009 年 9 月に実施予定）。プロジェクト終了時までに、全 C/P が本

邦研修に参加することになる。2009 年の NWグループは、本邦研修の後、約一週間、第三国研修として、

マレーシアマルチメディア大学において CISCO のトレーニングを受講した。詳細は付属資料 1協議議事
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録 Annex3 参照。 

 

(3)機材供与 

 機材はほぼ計画通りに供与された。ICT 分野では常に技術革新があることから、供与機材の仕様が計

画時と異なることもあったが、仕様が調達時点において調達可能な仕様へと変更されただけで、活動に

悪影響を及ぼすことはなかった。2008 年 5月のサイクロンによる被害に際しては破損した窓ガラスの修

繕などミャンマー側で対応したものに加えて、JICA は建物の修理や変圧器の入れ替えといった支援を行

った。 

 さらに、中間評価での協議の結果、将来的に ICTTI の活動を通して国内外からの民間システム開発受

託を行うことが合意され、その準備のため、SW 及び NW コースにおける既存ワークショップ・カリキュ

ラムの中で、大学システム環境の改善に資する方策を取ることとして、機材や図書の調達、関連工事を

含めた措置を支援した。詳細は付属資料 1協議議事録 Annex4 参照。 

 

(4)プロジェクト支出経費 

付属資料 1協議議事録 Annex5 に 2009 年 8 月までに本プロジェクトで支出された経費を示す。 

 

2-3-2 ミャンマー側の投入実績 

(1)C/P の配置 

 プロジェクト計画当初、ICTTI には 27 名の C/P を配置する予定だった。ところが、独立機関となる予

定であった ICTTI がヤンゴン・コンピュータ大学（University of Computer Studies, Yangon, UCSY）

の付属機関となったため、独自の予算管理を行う必要がなくなり、予定していた経理担当の 2 名の C/P

は配置されなかった。プロジェクト開始時には、プロジェクトディレクター1 名、プロジェクトマネー

ジャー1名、コースディレクター1名、講師とアシスタント講師 20名、システム管理スタッフ 2名、計

25 名が C/P として ICTTI に配置された。プロジェクト期間中に何名かの C/P が入れ替わり、SW グルー

プおよび NW グループの C/P 各々１名、およびシステム管理者に現在 1 名ずつ欠員が生じている。現在

の C/P 配置状況と、異動した C/P とその異動先を記述したのが付属資料 5である。 

 ICTTI の C/P は全員 MOST 傘下のコンピュータ大学教官のため、人事異動で他のコンピュータ大学に転

勤する可能性がある。そこでプロジェクトでは、新しくアサインされた C/P（以下、新 C/P）を経験の

ある C/P が育成する体制を構築する必要性を認識し、現在その体制を整えつつある。 

 

(2)土地、建物、施設 

 プロジェクトの運営に必要な執務スペース、家具、施設、水、電話は問題なく供与されている。電気

については後述する通り、過電圧の問題などがあり、ミャンマー側で対応を行っていたが、解決に時間

が係るなど、プロジェクト活動の進捗に影響を及ぼす可能性があったため、日本側も専門家を中心に解

決に向けた努力を双方で行った。 

 

(3)運営管理費 

 電気、水、電話代はミャンマー側が負担している。ADSL 接続料金に関しては、１年目は JICA がイン

ストール代と接続料金を負担し、2年目の接続料金は JICA とミャンマー側と折半し、3年目はミャンマ
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ー側が負担した。2008 年には、ミャンマー側が光ファイバーを UCSY ラインキャンパスに敷設したため、

それにより、ICTTI 建屋のインターネット環境は大きく改善された。さらに、2009 年に JICA は NW グル

ープのワークショップの一環としてロガキャンパスとラインキャンパス間に WiMAX の Point to Point

接続をインストールし、JICA はその機材、アンテナ塔工事、ケーブル敷設料金などのインストール経費

を負担した。今後、その接続料金はミャンマー側が負担することになっている。 

 

2-4 活動の実績 

 付属資料 1 協議議事録 Annex7 にあるように、活動は、ほぼ計画どおり実施されている。ただし、以

下の活動については、部分的にはなされているが、さらなる活動が望まれる。 

 

 活動 4-6 修了生の就職先企業に対してアンケートを実施する。 

 卒業後の修了生を追跡するのは困難な状況にあり、それゆえ修了生が就職している企業を探すのは容

易ではない。本活動は、今後の ICTTI 戦略立案にも非常に重要な情報となるため、より多くの企業に対

して実施されることが望まれるが、そのためには、修了生と ICTTI とのコネクションを維持するシステ

ムの構築が望まれる。 

 

 専門家の他の ICT 関連大学訪問が容易に許可されなかったり、また C/P が ICT 企業に接触することが

禁止されていると言ったミャンマーの特殊事情があり、上記活動は困難を極めている。しかし、C/P も

ネットワーク構築作業を通じて、民間企業と接触しつつあり、ICT 関連大学視察は C/P に任せるなどし

て、できる範囲で活動がなされることを期待する。 

 

 また、計画にはないが現在行われている活動としては、内部プロジェクト1の実施がある。今までアカ

デミックな知識の習得を中心に行ってきた C/P に対し、システムの開発・導入を行う機会を提供するた

めに、ICTTI の組織運営にとって必要なことをプロジェクト形式で実施している。主な内部プロジェク

トは以下の通り。 

１）機材データベース 

２）グループウェア 知識共有 

３）図書管理システム（これがトレーニングの中のワークショップの課題としても使われている） 

４）Ａ棟やロガキャンパスのネットワーク設計や構築 

５）カリキュラムレビュー 

 

 C/P の業務量の度合い（ICTTI の授業や、UCSY の兼務業務等）によって、それぞれ進捗が芳しい時も、

そうでない時もあるが、これらシステム開発や導入の実践の場を積むことにより、C/P の実践力は向上

している。また、この内部プロジェクトの経験により、トレーニングにおけるワークショップの内容が

ブラッシュアップされていると、専門家も C/P 自身も評価している。 

 

                                            
1 ICTTI の内部で実施しているプロジェクトなので内部プロジェクト（Internal project）と呼ばれている。 
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2-5 成果達成状況 
2-5-1 成果 1「ICTTI の組織・機能が確立・強化される」の達成状況 

現行の指標 指標の達成状況 

1-1 適切な能力をもつ適切

な数の C/P が確保され

る。 

・ プロジェクトディレクタ（UCSY の学長）とプロジェクトマネ

ージャー、コースディレクター、その下に SW グループの教官

9 名、NW グループに 9 名、システム管理者１名が割り当てら

れている。専門家は、講師は適切な能力を持っていると評価

している。現在、講師数は定員より SW と NW 各グループおよ

びシステム管理者が１名ずつ少なくなっている。 

1-2 定期的にプロジェクト

の進捗がモニタリング

される。 

・ 毎週月曜日に専門家と C/P マネジメント層との定例会、およ

び、全 C/P を含んでの定例会が実施され、そこでプロジェク

トの進捗や課題等がモニタリングされている。 

・ グループウェアシステムが導入され、情報共有、スケジュー

ル管理等に活用され、プロジェクトのモニタリングの一助に

なっている。 

 

 成果 1は、プロジェクト終了までにほぼ達成される見込みである。 

 

 ICTTI の組織図は付属資料 1 協議議事録 Annex6 の通りである。プロジェクトディレクターを筆頭と

した組織体制が確立している。プロジェクトディレクターは UCSY の学長であるため、日常の運営はプ

ロジェクトマネージャーによって行われている。プロジェクトマネージャーと並列に、カリキュラム、

トレーニング内容等の品質管理等を掌るコースディレクターがいる。 

 プロジェクトディレクターおよびプロジェクトマネージャーは、プロジェクト開始以降、同じ人物で

ある。プロジェクトマネージャーは UCSY でも 7、8 名しかいない教授格（Professor）である。コース

ディレクターは、ロガキャンパスの教授格である。フェーズ 4までは、毎週木曜日に開催されているカ

リキュラムレビューミーティングに出席するなど、週に 1.5 日程度、車で 40 分程度離れている UCSY の

ロガキャンパスから ICTTI のあるラインキャンパスに来ていたが、フェーズ 5からはロガキャンパスの

教官に欠員が生じ、多忙を極めていることから、ICTTI に出勤できていない状況である。その欠員教官

の補充を現在申請しているので、補充された場合は、フェーズ 6には、再び ICTTI に週 1.5 日程度は行

ける予定である。 

 上記 3 名の下、SW コースと NW コースに、それぞれ講師とアシスタント講師が 9 名ずつ配置されてお

り、現在各々1 名ずつ欠員となっている。システム管理者も 2 名定員のところ、1 名欠員している。ま

た、コース毎にリーダ格のC/Pが配置されているプロジェクトマネージャーへのインタビューによると、

欠員補充を UCSY へ申請はしているが、輩出する修了生数とのバランスで UCSY から講師数が割り当てら

れることから、現在の予定数（年間 260 名）だと、なかなか講師増員は容易ではないとのことである。

ただし、ICTTI の授業は、講義型ではなく、実習中心型であるので、より多くの講師が必要な点は主張

しているとのことである。また、フェーズ 4の頃から、専門家から C/P に対する技術移転も一段落つい

たとマネジメント層が判断し、講師陣に、ICTTI以外のUCSYの業務を兼務させる状況も発生しつつある。 

 さらに、C/P が人事異動等によって入れ替わる状況も、プロジェクト 2 年目後半から発生している。
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人事異動に関しては、ICTTI の講師陣は、そもそも MOST 傘下のコンピュータ大学の講師なので、他のコ

ンピュータ大学への転勤は長い目で見て避けられない問題である。プロジェクトでは、これに対処する

ために、新 C/P を経験豊富な C/P が育成する体制を確立しつつある。まず、新 C/P はコースを受講し、

次に基礎コースを教える中で、徐々に教えられるコース数を増やしてゆく。専門家および新 C/P へのイ

ンタビューによると、先輩 C/P はよく新 C/P 育成の面倒をみており、互いに教え合う文化もあり、この

体制はうまく確立されつつあるとのことである。 

 財務に関しては、ICTTI は独立した機関でないことから、独自のマネジメントを必要とはされていな

い。支出が必要な際は、その都度 UCSY に申請している。UCSY の予算枠を超えるような支出に関しては、

科学技術省に申請を行うことになっている。 

 

 JCC は、付属資料 1協議議事録 Annex13 のように、当初計画通り 3回開催され、プロジェクトの進捗

確認、プロジェクトが抱える課題への対応策の決定などが行われた。終了時評価中の 2009 年 9 月 11 日

に、プロジェクト期間で 後の JCC が開催され、終了時評価の結果報告がなされた。プロジェクト内の

モニタリングを行う場としては、月曜日に行なわれる 2回のミーティング2と、木曜日に開催されるカリ

キュラムレビューのミーティングがある。 

 

 その他、成果１に関連する成果は以下の通り。 

・ 教育管理用アプリケーションであるMoodle3を導入した。学生の出席状況に加え、各科目・単元ごと

のテスト結果をデータベースで管理することができる。また、選択式テストをMoodleを使用して実行す

れば、講師が１つ１つ採点、集計する必要がなく、その分の時間を実習授業の準備等に有効に使える。

フェーズ5の外部からの応募者に関しては、この入学試験をMoodleを活用してオンラインで実施した。 

今後の課題は、これらMoodleで収集した学生の理解度やアンケートなどのデータを分析し、いかに次回

のコース運営に役立てるかといったさらなるデータ分析と活用である。 

C/PはMoodleの有効性を非常に高く評価しており、ロガキャンパスのネットワーク整備が完了した後に

は、それをロガキャンパスで導入する計画を立てている。 

・ グループウェアが導入され、情報共有、スケジュール管理、プロジェクトマネジメントなどに、主

にプロジェクトメンバー間のコミュニケーションツールとして既に定着してきている。 

 

 以上を踏まえて、成果 1は達成されつつあると判断するが、以下の課題への対処が求められる。 

・ 講師陣の C/P の適切数や、彼らに対する ICTTI 以外の業務負担の割合の、ICTTI マネジメント層に

よる適切なコントロール。 

・ 新 C/P を経験のある C/P が育成していく体制のさらなる強化 

・ Moodle やグループウェアのさらなる活用。 

 

                                            
2 1 回目のミーティングには、専門家とプロジェクトディレクターを除く C/P 全員が参加する。2回目には、専門家、プロジェクトマネ

ージャー、コースディレクターといったマネジメントを行っている関係者が参加している。 

3 Moodle(Modular Object-Oriented Dynamic Learning Environment): インターネット上で授業用の Web ページを作るためのオープン

ソースソフト。 
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2-5-2 成果 2「必要な供与機材が据付、運用、保守される」の達成状況 

現行の指標 指標の達成状況 

2－1 設置した機材が適切に作動

する 

・ プロジェクト前半では、過電圧、電圧の振幅が激しいため、

ジェネレーター、パソコン、無停電電源装置（UPS）などで

故障や動作不良が頻繁に発生したが、変圧器の設定の変更後

は、これらの問題はほぼ解決した。そのため、機材の故障率

も下がり、現在ではほぼ適切に作動している。 

2－2 LAN4システムが管理手順書

に基づき適切に管理される。 

・ 手順書等に従い、適切に管理されている。 

2－3 ソフトウェアが定期的に更

新・管理される。 

・必要に応じて適切に更新・管理されている。 

 

 成果 2は、プロジェクト終了までに達成される見込みである。 

 

 機材は、システム管理担当の 2名の C/P によって管理されていたが、現在は 1名が地方大学に転勤に

なったため１名欠員となっている。補充の見込みは未定である。その人数減の影響もあり、約 25台（全

体数の約 10％）の PC が通常のメンテナンス範囲内の故障（ネットワークカードや電源ユニットの動作

不良等）の修理待ちの状況にある。システム管理者によると、フェーズ 6開始までには、講師 C/P の補

助の元、修理を完了させる予定である。 

 また、内部プロジェクトによって機材データベースシステムも開発されており、機材名称、種類、設

置場所、状態などのデータも入力されているが、情報のタイムリーな更新にまでは、まだ手が回ってい

ない状況である。機材データベースをタイムリーに更新してゆくには、システム管理者のみならず、講

師 C/P の手助けも必要であり、適切な仕事分量の適切な C/P への割り振りと、かつ、効率的にデータ入

力ができるようにシステムを改善してゆくことが望まれる。 

 LAN システムは適切に管理されている。ネットワーク管理担当の C/P 達は、ネットワーク設計図や設

定情報、管理手順など、今後誰が担当になっても LAN システムが適切に管理され続けるため、ドキュメ

ントを残すことの重要性を理解しており、変更に伴ってドキュメント類も更新し、適切に管理している。 

 ソフトウェアの更新も、定期的に更新・管理されているが、時として専門家に促されてから実施する

場合もある。ソフトウェアの更新はそのソフトウェア上で稼動している様々なアプリケーションにも影

響を及ぼすことから、今後は、C/P がさらに自主的に様々な情報を取得し、計画的な更新ができる体制

を構築することが望まれる。なお、2008 年末に光ファイバー網が ICTTI にも敷設され、インターネット

接続環境は改善され、ソフトウェアのダウンロードはし易くなったが、ミャンマーではインターネット

接続が未だ不安定であり5、今後の継続的なソフトウェアの更新を阻害しかねない状況である。 

 

 以上を踏まえて、必要な機材の据付、運用、保守は実行されていると判断するが、成果 2の達成を確

                                            
4 LAN(Local Area Network): 構内通信網。一施設内程度の規模で用いられるコンピュータネットワーク。 

5 プロバイダーによるダウンロード制限、政府系プロバイダーによる特定サイトへの接続制限、海外サイトによるミャンマーIP からの

接続拒否。 
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実にするために、以下の取り組みが望まれる。 

 

・ 機材故障に対する C/P の対応能力および対応体制（主に状況に合わせて仕事を適任者へ負荷分散す

る）の強化。 

・ C/P による自主的なソフトウェア更新。 

 

2-5-3 成果 3「教官の ICT 関連技術における授業の実施能力が向上する」の達成状況 

現行の指標 指標の達成状況 

3-1 講師およびアシス

タント講師による

授業の質が日本人

専門家の認定する

レベルに到達す

る。 

・ 専門家は、プロジェクト開始当初から配置されている C/P の授業の

質は所定のレベルに達成したと判断している。 

・ 新 C/P も経験のある C/P からの指導と本人の努力もあり、日本人専

門家の認定するレベルに到達しつつある。 

3-2 学生が教官の指導

方法に満足してい

る 

・ 終了時評価時に修了生 4 名、および現役学生 3 名に対して教官の指

導方法についてヒアリングを行ったところ、その評価は高かった。

・ 第 4 フェーズの学生に対する授業評価アンケートによると、授業の

質や指導方法に関する項目は、SW と NW コースの全てのクラスにお

いて 5段階中 3.8 以上であった。 

 

 以上の指標の達成度から、成果 3は既に達成されていると判断する。 

 

 第 1フェーズ終了後の段階では、専門家は C/P だけで授業を実施できるレベルに達成していないと判

断し、対応策として第 2 フェーズで、カリキュラムの変更、専門家による模擬授業への関与を行った。

改めて、第 2フェーズ終了時にC/Pの授業実施能力を評価したところ、科目の理解が不十分であったり、

プレゼン能力が十分でなかったりした者もいたが、継続した専門家による指導と C/P の努力により、終

了時評価時には、プロジェクト開始時から C/P である講師陣の授業の質は専門家の認定するレベルに到

達している。2009 年 3月や 4月から配属された新 C/P に関しても、経験のある C/P から、教授内容のみ

ならず、実習中心教育の教授法のポイントに至るまで指導を受けており、本人の努力もあり、日本人専

門家の認定するレベルに到達しつつある。内部プロジェクトは、C/P に実践の場を多く提供する機会に

なり、それが C/P のエンジニアとしての能力向上、同時にトレーニングのワークショップ教材開発にも

寄与していると、専門家も C/P も評価している。また、C/P に対して、授業実施能力を獲得したか否か

をアンケートやインタビュー調査で確認したところ、回答者全員が既に能力を獲得したと認識している。 

 

 C/P は、プロジェクトを通じて単に新たな知識や技術を身につけただけではなく、教授方法に関して

も新たなノウハウを獲得しつつある。特に、暗記を促す座学中心の授業とは異なる、実習、ワークショ

ップ中心の授業の仕方を修得しつつあり、それを UCSY の他の授業に応用しているという声も、C/P、お

よび内部修了生で現在は UCSY の教官をしている者からのインタビューで聞かれた。波及効果として捉

えるに値するプロジェクトの成果であろう。 
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 学生による教官の指導方法に関する満足度に関して、第 4 フェーズから外部からの学生を受け入れ、

既に ICT 企業で勤務する初級エンジニアが受講することもあり、満足度の低下が懸念されたが、学生に

よる授業評価アンケートは、SW と NW コースの全てのクラスにおいて 5段階評価で 3.8 以上と高かった。

傾向としては、評価平均値は、SWコースより、NWコースの方が高い傾向にある。  

 

 成果 3の達成が、今後も継続されるために、以下の取り組みが望まれる。 

・ 今後既卒の ICT エンジニアの学生比率が高まることが予想されることから、内部プロジェクトなど

を適切に活用しながら彼らが ICTTI コースに C/P の授業実施能力を満足できるレベルまで、実践力

をつける活動を継続すること。 

・ 修了生を対象とした追跡調査を行い、ICTTI で習得したことが実践で役に立っているかを調査する。

調査から得た結果を分析し、授業の見直しに活用する。 

 

2-5-4 成果 4「訓練コースのカリキュラム、シラバス、教材が整備され、必要に応じて改定される」の

達成状況 

現行の指標 指標の達成状況 

4-1 ITスキル標準に沿ったネット

ワークとソフトウェアコース

のカリキュラム、シラバス、

教科書、演習教材、修了試験

が作成される。 

・ カリキュラム、シラバス、教材、教材作成計画書、講師

用指導マニュアル等が専門家によって作成され、その後、

フェーズを重ねる毎に必要に応じて C/P により改善され

ている。 

4-2 カリキュラム、シラバス、教

科書、演習教材、修了試験そ

れぞれの改訂マニュアルが作

成される。 

・ 改訂のためのルールブックが作成されている。C/P は気付

いた部分や、学生からのフィードバック等により適宜必

要に応じて改訂。 

・ カリキュラムを C/P 自らで、技術革新や市場動向にあわ

せて、戦略的に改訂する力はまだない。 

4-3 学生がカリキュラム、シラバ

ス、教材に満足する。 

・ 第 4 フェーズの学生によるカリキュラム、シラバス、教

材に関するアンケートの評価結果によると、SW と NW コー

スの全てのクラスにおいて 5段階中 4以上であった。 

 

以上の指標の達成度から、成果 4はほぼ達成されていると判断する。 

 

 カリキュラム、シラバス、教材、教材作成計画書、講師用指導マニュアル等が専門家によって作成さ

れ、第 2フェーズ以降、必要に応じて専門家と C/P によって改訂されている。それらの改訂ルールブッ

クも整備され、フェーズを重ねる毎に、C/P 自らによって、適宜専門家と相談しながら、改訂され始め

ている。 

 

 今までのところ、専門家が 新技術動向を調査し、C/P に常時技術移転を行っているが、 新技術を
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調査研究する内部プロジェクトも立ち上がっていることから、今後、これら内部プロジェクトで得た調

査研究結果を、カリキュラム、シラバス、教材改訂にさらに活かしていくことが期待される。 

 成果 4の達成に向けて、以下の取り組みが必要である。 

・ C/P による 新技術動向の調査、調査結果を踏まえたカリキュラム、シラバス、教材の改訂。 

2-6 プロジェクト目標の達成状況 

 プロジェクト目標「ICTTI が演習中心の ICT 訓練を実施できるようになる」に関しては、プロジェク

トの活動が継続して実施されれば、達成されると判断する。 

 

現行の指標 指標の達成状況 

1 ICTTI教官がITスキル標

準レベル 3 相当の ICT に

関する能力を身につける 

・ 専門家は、第 2 フェーズ終了後にほとんどの C/P がレベル 3

に到達したと判断し、その後も変更はない。 

2 ニーズに応じた訓練コー

スを年に 2 回体系的に実

施する。 

・ SW 開発と NW 技術のコースが年 2回ずつ実施されている。 

・ ICT 企業のニーズに応じられているかを調査する必要がある。

3 ITスキル標準レベル2相

当の ICT に関する能力を

身に付けた修了生の割合

が、年々増える。 

・ フェーズ 4 から、大学教官以外の外部（民間）からの人材が

学生になったことから、レベル 2 相当の修了生の割合は飛躍

的に伸びた。 

4 ICT 関連大学で修了生達

が教える授業の質が向上

する。 

・ 質問票やインタビューの結果から、ICT 関連大学の教官である

修了生の授業の質は実習中心の教授法を可能な範囲で取り入

れるなどして、徐々に向上している。 

 

 指標 1について 

 第 1 フェーズ終了時の専門家の評価では、IT スキル標準（ITSS)レベル 3 に到達した C/P はいなかっ

たが、第 2 フェーズのカリキュラムの変更、模擬授業への専門家の参画などによって、C/P の知識やス

キルはレベル 3に到達したと判断された。ただし、ITSS がエンジニア実務者を対象としたスキル標準な

のに対し、C/P には教員経験しかなく、C/P は ITSS の基準に当てはまりにくい点がある。途中からプロ

ジェクトに参画した C/P がレベル 3に到達することが今後の課題である。 

 

 指標 2について 

 訓練コースは、定期的に年 2回実施されている。学生のコースに対する満足度が高い6こと、付属資料

1 協議議事録 Annex9 のように、第 4 フェーズ、第 5 フェーズの学生の応募状況によると、SW 開発コー

ス、NW 技術コースともに定員枠を大幅に超える応募があったことから、ICTTI の訓練コースは、ニーズ

に応える内容であると判断する。 

 今後の課題としては、必要に応じて学生のニーズに応じたカリキュラムに改訂していくことである。

ターゲット学生層は 3 つ考えられるが（コンピュータ大学の講師、ICT 関連大学卒業生、ICT 企業の若

                                            
6 SW コースも NW コースもどの科目においても、5 段階中、3.8 点以上。 
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手技術者）、特に ICT 企業の技術者に対するニーズ把握に努め、その結果をトレーニングコースの設計

に反映してゆくことが期待される。 

 

指標 3について 

 表 2はフェーズ 2、3、4において、ITSS レベル 2相当の能力を身に付けた修了生の割合を、専門家が

判定した結果である。 

表 2 ITSS レベル 2相当に到達した修了生の割合の変化 

Software Network Total 
Phase 

Students ITSS2 Ratio Students ITSS2 Ratio Ratio 

2 25 1 4% 20 0 0% 2% 

3 40 3 8% 32 2 6% 7% 

4 53 10 19% 50 8 16% 17% 

Note: Network students have some disadvantage since most of the contents are new to them, while 

software students have some background of programming in University 

 

 フェーズ 2の段階では、専門家から技術移転を受けたばかりの C/P が教えていたため、割合が低かっ

たことが考えられるが、フェーズ 3では教授法も改善され、ITSS レベル 2相当に達した修了生の割合も

増加している。さらにフェーズ 4では、既に ICT 関連企業等で経験がある外部からの学生も受け入れ始

めたため、その割合は飛躍的に向上した。 

ただし、割合の増加を指標とすると、学生の受講前のレベルに大きく左右されるため、適切な指標とは

言えないであろう。年を追うごとに、レベル 2相当に達した修了生の合計人数が増加するという指標に

変更をするよう提言する。 

 

 指標 4について 

 ICT 関連大学で教えている修了生達への質問票の結果から、殆どの修了生が自分の教授法や知識が

ICTTI のトレーニングにより向上した、と述べている。また、インタビューからは、ICTTI で培った演

習中心のICT訓練を、できる範囲で自分が教えるクラスで実践している、という声も聞かれたことから、

修了生が教える授業の質は徐々に向上していると判断する。 

 

 以上のように、プロジェクト目標は達成されつつあるが、達成を確実なものにするため、以下の取り

組みが必要である。 

・ 途中からプロジェクトに参画しているC/Pの知識とスキルをITSSレベル3まで向上させる。今後、

新たに C/P が加わった場合も同様であるため、新 C/P を経験のある C/P が育成してゆく体制を整

える。 

・ コンピュータ大学の講師、大学卒業生、ICT 企業の若手技術者の、トレーニングに対するニーズ

を把握する。 
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2-7 上位目標の達成見込み 

 上位目標「ICTTI から、質の高い修了生が毎回継続的に輩出される」は、既に現在 ICTTI では年間 250

名程度の修了生を輩出できる状況にあり、また外部からの応募者も継続して見込まれることから、プロ

ジェクトの活動を継続して実施してゆけば、達成されると判断する。 

 

現行の指標 指標の達成状況 

1 プロジェクト終了後、3 年

間の修了生が600名に達す

る 

・ 終了時評価時点での修了生総数は、344 名である。今後も毎

年 250 名程度の修了生を輩出できる状況にあり、またその計

画である。 

・ ICTTI のトレーニングに対する需要は継続することが確認さ

れている。 

 

 付属資料1協議議事録 Annex9 が示す通り、ICTTIコース入学試験の受験者数は定員を上回っていて、

フェーズ 4では約 5.4 倍、フェーズ 5では約 2.7 倍となっている。コンピュータ大学教員を対象にした

コースは、応募者数は減ってきてはいるが、ICT 関連大学の講師数に限りがあることが原因である。し

かしながら、外部からの受験者数は定員を大幅に上回り続けている。学長によると、政府職員の NW コ

ースに対する需要も、今後の省庁のネットワークインフラ整備に伴い伸びるという話もある。 

 

 ICTTI の隣の校舎で、インドが支援するプロジェクトがトレーニングコースを開講しているが、トレ

ーニング内容は、ICTTI と比較して基礎的なものが多く、実習中心でないため、ICTTI のトレーニング

と重複することはない。また、ICT 民間企業へのインタビューからも、他のミャンマーの民間会社によ

るコンピュータトレーニングコースとは違い、ICTTI の訓練コースは内容が高度であることと、実習中

心であることから、訓練コースの需要は継続することが確認された。 

 

2-8 実施プロセスにおける特記事項 

(1)専門家と C/P 間の技術移転、コミュニケーション 

 専門家から C/P への技術移転は、技術移転計画書に基づいて計画どおり適切に行なわれた。ICT 技術

に関する技術移転は、第 1フェーズで集中して行われたが、第 2フェーズ以降も、新たな技術動向を踏

まえて、適宜技術移転が行われている。質問票結果によると、C/P 全員が、専門家による技術移転は適

切に行われたと認識している。また全ての専門家、C/P ともに双方のコミュニケーションはうまく行っ

ていると回答している。中間評価時に懸念された、専門家とプロジェクトディレクター間のコミュニケ

ーションも改善されつつあることが確認された。 

 さらに、グループウェアを導入して、情報共有や、ミーティング、イベントのスケジュール管理など

がされており、プロジェクトメンバー間のコミュニケーションツールとして既に定着している。 

 

(2)モニタリングの実施 

 JCCによるプロジェクトモニタリングは計画どおり実施されている。JCCは2007年2月、11月、2008年

10月に開催された。第1回のJCCではインセプションレポートが承認され、第2回はC/Pの異動への対応策

などが決定された。第3回は中間評価結果をふまえ、それ以降のプロジェクトの進め方などが議論され
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た。終了時評価中の2009年9月11日にプロジェクト期間における 後のJCCが開催され、終了時評価結果

の報告がなされた。JCCにはICT産業の代表者もオブザーバーとして参加している。 

 

 プロジェクト内のモニタリングを行う場としては、月曜日に行われる2回のミーティング7と、木曜日

に開催されるカリキュラムレビューのミーティングがある。C/P全員と専門家の75％が、これらのミー

ティングでプロジェクトのモニタリングが適切に行われていると認識している。 

モニタリングをより広義に定義した場合の課題としては、ICTTIが組織として成長してゆく中、JICAプ

ロジェクトのスコープ外の活動も計画し始めており、それらも含め、より大きな枠組みでICTTIの活動

を自己評価して改善が図られるようになればなお良い、という専門家の期待の声も聞かれた。 

 

(3)ミャンマー側のオーナーシップ 

 質問票によると、全専門家と C/P が、C/P のモチベーションは高いと評価しており、調査団も現地調

査期間中に、C/P が朝早くから夜遅くまで仕事をしている様子を観察している。インタビューからも、

C/P 間で教授法改善のためや、新知識共有のための自主的な勉強会が開催されていることが確認できた。

よって、C/P 個々人のモチベーションは高いと評価する。 

 その一方で、ミャンマー側のオーナーシップをマネジメントの視点で捉えた場合には、まだ若干課題

が残る。ICTTI の今後の戦略立案や予算措置などに対しても、もっと積極的にミャンマー側がイニシア

ティブを取って進めていくようになる必要があり、プロジェクトがその方向へ導いてゆければなお良い。

この点に関してはプロジェクトディレクターと上位機関である科学技術省（MOST）大臣との関係から早

急な改善は望めないものの、プロジェクトディレクターはその必要性を認識している。 

                                            
7 1 回目のミーティングには、専門家とプロジェクトディレクターを除く C/P 全員が参加する。2 回目には専門家、プロジェクトマネー

ジャ、コースディレクタといったマネジメントを行っている関係者が参加している。 
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第３章 評価結果 

 
3-1 評価 5項目による評価 
3-1-1 妥当性 

プロジェクト計画時から、ミャンマー政府の ICT 政策や日本の対ミャンマー援助方針に変更はなく、

政策との整合性は確保されている。中間評価時と同様、終了時評価時も、本プロジェクトの方向性がミ

ャンマーの ICT 産業が直面している課題に応えるものであることが確認できた。ターゲットグループは

ICTTI の教官、ICT 関連大学の教官とその卒業生であるが、コースの内容は各々のニーズに則したもの

と判断できる。よって、本プロジェクトの妥当性は高いと判断する。 

 

(1)ミャンマー政府の政策との整合性 

 ミャンマー政府の ICT マスタープランは、プロジェクト開始後に変更されていない。マスタープラン

では、ICT 開発に向けた人材育成が優先課題の一つとなっており、本プロジェクトはマスタープランの

実現に寄与することが期待されている。 

 

(2)ミャンマーICT 産業のニーズとの整合性 

 ミャンマーでは、ICT 産業の動向に関する統計はないが、ミャンマーコンピュータ連盟や ICT 企業を

訪問したところ、ICT 産業は順調に成長しているとの声が聞かれた。業界団体であるミャンマーコンピ

ュータ産業協会（Myanmar Computer Industry Association, MCIA）の会員数も著しく増加している（表

3参照）。 

表 3 MCIA 会員数の推移 

 1998 1999 2000 2001 2003年 3月 2008年 9月 2009年8月

加盟社数 24 50 86 116 135 約 300 約 400 

出所：MCIA より聞き取り、調査団作成 

 

 ICT 関連企業へのインタビューによると、どの会社でもシニアレベルのエンジニアが、シンガポール、

マレーシア、オーストラリアなどの海外に流出し、深刻な人材不足に直面していることがわかった。平

均 3-4 年、ミャンマーの ICT 関連企業で働き実務経験を積んだ後、海外に転職するパターンが多い。よ

って、企業は従業員数を維持するため、新規採用をし続けなければならないという現状がある。このよ

うな状況下、ICT 関連企業では、ソフトウェア開発などの本業の一方で、優秀な人材を必要数確保した

い思惑もあり、トレーニング機関を自社内に開設し、コンピュータ関連大学卒業生を対象に有料でトレ

ーニングを提供し、その中で優秀な人材を自社に雇用するシステムを構築しているところも少なくない。 

 一方、ミャンマー国内に 25あるコンピュータ大学からは約 4000名の卒業生が毎年輩出されているが、

企業は経験をもつエンジニアを必要としていることから、多くの卒業生は職を得ることができない。 

 ICT 関連企業のトレーニング機関と ICTTI は競合関係にあるように見えるが、ICT 業界団体や ICT 企

業から懸念の声は聞かれなかった。ICTTI は実習中心で、かつ実践的でアカデミックなトレーニングを

行うが、民間のトレーニング機関はオン・ザ・ジョブ・トレーニング（OJT）に近いことから、内容の
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すみ分けはできている。 

 

＜MCF および ICT 関連企業からの聞き取り結果＞ 

ミャンマーにおける ICT 産業および ICT 労働市場動向 

● ICT 産業界は拡大の見込み 

 MCIA 会員数は、昨年約 300 社で今年は約 400 社と着実に増えている。従業員を増員している会社もあ

る。例えば、ソフトウェア開発会社 A 社は、現在従業員は 100 名だが、1 年後には、200 名までの増員

を目指している。ICT パーク入居企業数も伸びる予測である。 

a) Myanmar Info-Tech (在ヤンゴンの ICT パーク) 

 現在約 60 社が入居しており、全てソフトウェアやコンテンツ産業の会社である。ハードウェア関連

企業はない。入居希望会社は多く、Waiting List ができている。よって、5階建ての新ビルを建てる予

定がある。 

b) Yadanabon Cyber City （在ヤダナボン（マンダレー市街から約 65Km の山間部）の ICT パーク） 

 7 つの Incubation Center があり、主に中国と韓国の会社 23 社が既に入居している。この City は、

インフラ整備は政府がサポートしたが、運営管理会社は民間企業になっている。（資本率は民間が約 60%,

政府が約 40％） 

● ソフトウェア開発人材のシンガポールへの流出動向 

 現在約 200,000 名程度のミャンマー人がシンガポールにいると思われる。A 社（現在従業員 100 名規

模）においては、かつて勤めていた従業員のうち 260 名程度がシンガポールにいる。そのかつての従業

員が、オフショア開発のパイプ役になってくれている。昨年からの経済状況悪化でも、エンジニアはミ

ャンマーにあまり戻ってきていない、とのこと。 

● ICTTI と ICT 産業界との繋がり強化への期待 

 MCF によると、ICTTI と ICT 産業界の繋がりはまだ弱いと思われ、そのため修了生の質について、ま

だ ICT 企業からの評判は余り聞いていない。ICTTI を知っていたり、すでに卒業生を雇っている企業は、

学長など、ICTTI の C/P との個人的な繋がりよるところが多い。しかし、民間からの学生を受け入れ始

めたフェーズ 4からは、ワークショップの発表会に企業を招待していることから、そのチャネルを使い、

徐々に名前は浸透し始めている。ICT 産業界の人材ニーズを把握しカリキュラムに反映したり、修了生

と、企業との就職マッチングにも役立つので、今後はさらに ICTTI と ICT 産業界との繋がりの強化を期

待する。 

● 修了生の追跡調査について 

 フェーズ 4の修了生に対するサーベイ結果で、就職が決まった人の数がまだ少ないというのには疑問

を感じる。より詳細な追跡調査が必要と思われる。就職者数が少ない理由としては、求人があっても、

会社が提示する給料と、修了生が期待する給料とのギャップがあることが予想される。例えばエントリ

ーレベルのプログラマーの月給はミャンマーでは USD70 程度であるが、修了生は USD200 程度を期待し

ている可能性がある。（この意見は、ICT 業界からのみならず C/P からも聞かれた） 

 

(3)ターゲットグループのニーズとの整合性 

 元々のターゲットグループは、C/P とコンピュータ大学の卒業生だった。しかしながら、フェーズ 2

と 3 では、ミャンマー側の強い要望により、ICT 関連大学の教官が学生となった。フェーズ 4 からは、
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当初のターゲットグループである、コンピュータ大学の卒業生が対象に加わり、この 2つが主な学生対

象となっている（フェーズ 4から MOST 以外の省庁の職員も数名が受講）。よって本プロジェクトのター

ゲットグループは、ICTTI の教官(C/P)、ICT 関連大学の教官、コンピュータ大学の卒業生となっている。 

 

 C/P に関しては、質問票とインタビューによると、C/P 全員が技術移転を通じて取得した技術と知識

は有効と評価していることから、本プロジェクトは C/P のニーズと整合していると判断する。 

 

 コンピュータ大学の卒業生に関しては、付属資料 1 協議議事録 Annex9 が示す通り、募集を始めたフ

ェーズ 4 以降、応募者が定員の 5-10 倍になっている。殆どの ICT 関連企業は、コンピュータ大学卒業

生であっても、企業に応募する前に ICT トレーニングを受講し、Certificate を得ることを求めている。

ICTTI は彼らの就職のため、基準を満たした者に対しては Certificate を発行している。また、ICTTI

のワークショップの発表会に、ミャンマーの比較的大手 ICT 関連企業を招待し、学生の成果発表を見る

機会を設けたところ、その場で優秀な学生をリクルートするケースも発生している。このようなことか

ら、本プロジェクトは、学生のニーズ、および ICT 関連産業界のニーズに合致していると言える。 

 

 ICT 関連大学の教官に関しては、質問票の結果から、殆どの修了生が自分の教授法や知識が ICTTI の

トレーニングにより向上した、と述べている。また、インタビューからは、ICTTI で培った実習中心の

ICT 訓練を、機材数の制約等があるなかで、できる範囲で自分が教えるクラスでも実践している、とい

う声も聞かれた。またコンピュータ大学のスーパーバイザ、すなわち UCSY の学長かつ ICTTI のプロジ

ェクトディレクターは、コンピュータ大学の教官達の教育に対しての本プロジェクトの貢献度を非常に

高く評価している。これらから、本プロジェクトは、ICT 関連大学の教官のニーズに対しても合致して

いると判断する。 

 2009 年 8 月には在ミャンマー日本大使館と MCF の共催された「ミャンマーIT オフショア開発セミナ

ー」では、日本から関連する大学教授、IT 企業家に加えて、在ミャンマーの日本人 IT 企業家も講師と

して招かれ、ミャンマー人企業家、エンジニアなど 200 名が参加し活発な意見交換がなされるなど、ミ

ャンマーにおける同分野への支援の期待は高い。 

 

(4)日本政府、JICA の援助方針との整合性 

 日本政府の対ミャンマー国別援助戦略、JICA の国別事業実施計画ともに、民主化・経済構造改革に資

する人材育成を援助の重点分野の一つとしている。本プロジェクトはこの方針に沿うものである。 

 

(5)その他 

 JICA は ICT 産業の振興に向けた人材育成プロジェクトを様々な国で実施しており、知見を蓄積してい

る。ICTTI のカリキュラム、シラバス、教材も他国のプロジェクトの成果を活用している。本プロジェ

クトは、JICA が比較優位を持つ分野に整合している。 

 

3-1-2 有効性 

 プロジェクト目標は既にほぼ達成されており、かつプロジェクトの活動によって目標が達成されてい
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ることから、プロジェクトの有効性は高いと判断する。しかし、プロジェクト目標の達成を阻害しかね

ない要因もいくつかあるため、今後それらの改善が期待される。 

 

(1)プロジェクト目標の達成見込み 

 「2-5 プロジェクト目標の達成状況」で述べたように、プロジェクトの活動が継続して実施されれば、

目標は達成される見込みである。それは、カリキュラム、シラバス、教材などの作成、機材の設置、講

師の授業実施能力の向上があって実現される。ICTTI という組織の確立も不可欠である。よってプロジ

ェクトの活動の実施、成果の達成を通じて、プロジェクト目標が達成されるといった論理性が確保され

ていると判断する。 

 

 プロジェクト目標の達成をより強固なものとするため、2009 年 2 月の第 2回運営指導調査にて、既存

のコースおよび新規追加コースに対する、モジュールベースの短期トレーニングの導入が提案された。

またプロジェクトマネジメントコースについては早期開設の必要があると判断され、短期コースのパイ

ロットとして、既に 2009 年 6 月から 9月にかけて約 15週間の短期集中コースとして実施している。短

期コースは、ICT 関連企業に勤務するエンジニアにとって仕事をしながら受講できる点から要望が高い。

またそれらエンジニアや ICTTI の既修了生から、より高度なトレーニングコースに対する要望もある。

そのため、既存のコースや、さらに高度な新トピックのトレーニングを短期間集中で受講できるモジュ

ールに分割して提供することはニーズに合致している。それにより、プロジェクト目標、ひいては、上

位目標達成にさらに正のインパクトを与えられる。 

 

(2)プロジェクト目標の達成を阻害しかねない要因 

 目標達成を阻害しかねない要因は、以下 2点が挙げられる。 

① 新技術動向や、ICT 産業界の労働人材に求められる技術の変化を把握し続けること 

 ICTTI の教官は、 新技術動向や、ICT 関連エンジニアの持つべきスキルに対する産業界の需要の

変化を把握し、必要に応じてそれらの情報を更新し、ひいてはそれを ICTTI のカリキュラムに反映し

てゆくことが求められる。プロジェクト期間中は、専門家がそれらの情報を提供し、C/P を支援して

来たが、プロジェクト終了後も、それらを把握する仕組みを ICTTI が構築する必要がある。 

 

②ICTTI 修了生と ICTTI のコネクションが弱い 

 ICTTI が直接民間企業とコンタクトを取るのが容易ではないミャンマー国の事情を鑑みると、ICTTI

が、修了生とのコネクションを維持し続けることは大変重要である。この修了生とのネットワークか

ら、ICTTI は産業界のトレーニングに対するニーズや、産業界の求人情報等の情報を得られる。よっ

て、修了生同窓会組織を立ち上げたり、時々修了生対象のスキルアップセミナーなどを開催するなど

して、ICTTI の修了生が ICTTI から巣立った後も、彼らをサポートし、コネクションを維持すること

が肝要である。 

 

3-1-3 効率性 

 投入は成果達成のために、その目的に沿って活用され、達成された成果から見て、質および量もほぼ
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適切であったこと、および、第 1回事前評価調査から 6年以上が経過しているものの、プロジェクト期

間中に発生した処々の問題に柔軟に対応したことから当初の計画通り3年でプロジェクト目標を達成し、

かつ、上位目標への道筋も確立されたことから、本プロジェクトの効率性は比較的高いと判断する。プ

ロジェクト目標の達成を確かなものにするために、機材の追加投入や本邦研修人数枠の拡大がなされた

が、それにより、期待された成果（特に成果 3 と 4）が高められ、プロジェクト目標達成が加速された

と考えられることから、妥当な追加投入であったと判断する。 

 

(1)専門家の派遣 

 質問票によると、C/P 全員が専門家の派遣が、その人数、質、派遣期間とタイミングにおいて、適切

であったと判断している。専門家も、ほぼ専門家派遣を質・量の面で適切であると判断している。ただ

し、専門家からは、ワークショップの題材として取り上げたネットワーク環境構築において、ミャンマ

ー国の業者および C/P 側の都合により、サービス構築の工期が遅延したが、それに伴う専門家の派遣日

程の変更には契約変更が必要であり、遅延が判明したときには手続き的に契約変更は間に合わず、竣工

前に専門家が帰国せざるを得ない状況が発生した。 終的には C/P の努力により問題なく完了したもの

の、今後への課題として、専門家の派遣スケジュールが、現地での予想外の工期変更等に伴い、もう少

しフレキシブルに対応できれば良い、という意見が挙がっている。 

 

(2)機材の供与 

 専門家、C/P ともに、機材供与が質、量ともに適切に行なわれていると認識している。ICT 分野では

常に技術革新があることから、供与機材の仕様が計画時と異なることもあったが、仕様が調達時点にお

いて調達可能な仕様へと変更されただけ、プロジェクトの活動や成果の達成に悪影響を及ぼしていない。

また、プロジェクト目標達成を確実なものとするため、C/P の実践力を強化するために、特にネットワ

ーク技術コースのワークショップ用として 2009 年に JICA は追加で機材の調達を行った。この実践力強

化の取り組みが、実践力が不足している教員である C/P の実習中心のトレーニング実施力を強化してい

ると、C/P および専門家ともども、高く評価している。 

 

(3)本邦研修 

 プロジェクト当初は、プロジェクト期間中に本邦研修に行けるC/Pと行けないC/Pが出る予定であり、

専門家はパフォーマンスに応じて人選すべきと提案したが、ミャンマー側は大学内の序列などその他の

要素も考慮して決定することとした。その結果、人選に関して不公平感が生まれ、C/P のモチベーショ

ン低下にもつながり、組織運営的にも問題である、と中間評価で指摘された。対応策として、それまで

に派遣された C/P の本邦研修の効果が大きいことが確認できたことから、分野を分けた本邦研修を追加

し、プロジェクト終了時までに、全 C/P が本邦研修に参加することとなった。結果、本邦研修報告書か

らも本邦研修で得られた知識とスキルが非常に有効であることが示されており、かつ、帰国後 C/P が、

ICTTI でそれらを活用して授業をしていることが多く観察されている。専門家によると、本邦研修では、

ミャンマーにまだ入ってきていないが将来入ってくるであろう先端技術、例えば、RFID8や障害者のため

                                            
8 Radio Frequency Identification (ID 情報を埋め込んだタグから、近距離の無線通信によって情報をやりとりするもの、およびその

技術全般を指す。乗車カード(Suica カード)などがその一例。) 
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の IT 技術、本邦大学のコンピュータネットワークの現状を見て、C/P は知見を深め、それらの経験が、

ミャンマーでの技術移転効果を促進している、と評価している。 

 

3-1-4 インパクト 

 現時点では、正のインパクトは見込まれる一方、負のインパクトの発現は予測されていない。実習中

心の ICT トレーニングの価値が UCSY に評価されており、ICTTI の教官および ICTTI 既卒の UCSY の教官

が、UCSY の授業で可能な範囲で本教授法を取り入れるなどのインパクトが見られる。このままプロジェ

クトの活動を継続して実施してゆけば、上位目標も 3年以内に達成される見込みである。 

 

(1)上位目標の達成 

 「2-6 上位目標の達成見込み」で述べた通り、プロジェクトの活動を継続して実施し、ICTTI が現在

のように年間 250 名のペースで修了生を輩出し続ければ、達成される。 

 
(2)経済的なインパクト 

 ミャンマーにおいて、ICT 関連エンジニアに対する需要は大きいことは、ICT 関連業界団体や、ICT 関

連企業に対するインタビュー等で確認できた。よって、ICTTI 修了生が、ミャンマーの ICT 関連企業に

就職し、ICTTI で習得した知識や技術を活用して、ICT 企業の売り上げに貢献するなどの ICT 企業への

経済的なインパクトが期待できる。仮に修了生の大半が海外に流出しても、ミャンマーへの送金による

外貨獲得、アウトソースビジネスのチャネルになり、それらビジネスがミャンマーで立ち上がれば、経

済的なインパクトが期待できる。また、ICT 業界においてかつてインドがそうであったように、海外で

成功したエンジニアが将来的にミャンマーに戻り、起業するなど、経済的なインパクトを拡大させるた

めにも、ICTTI がミャンマーの ICT 関連産業界の人材ニーズに合致した知識とスキルを持った人材を輩

出し続ける必要がある。 

 

(3)技術的なインパクト 

 コンピュータ大学の教官でトレーニングコースに参加した修了生が、ICTTI で習得した知識や技術を

自分の大学で広め始めていることが、インタビューや質問票により確認でき、徐々にではあるが、実習

中心の ICT トレーニングが他のコンピュータ大学に広がり始めている。加えて、本プロジェクトで活用

している、教育管理アプリケーションである Moodle を、ICTTI のみならず UCSY、ひいては他のコンピ

ュータ大学でも導入する計画があり、Moodle を活用し、カリキュラムや教材の改善、教授法の改善が他

大学で実現すれば、プロジェクトの技術的なインパクトと言える。 

 また、フェーズ 4からは、コンピュータ大学の教官だけでなく、民間からの学生も受け入れているこ

とから、彼らが ICT 企業に就職し、ICT 企業への技術的なインパクトも期待できる。彼らに対する ICTTI

修了後の追跡調査も間もなく実施される予定であり、それにより、どの企業に何名就職したか判り、よ

り定量的にインパクトが測れる予定である。 

 

(4)その他 

 ミャンマーでは ICT 分野は女性に人気の高い職種として認識されており、大半の学生が女性である。

また、教員も女性の職種として認識されており、本プロジェクトが、女性の生計向上に貢献するといっ
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たインパクトが期待できる。 

 

3-1-5 自立発展性 

 自立発展性の確保に向けて、プロジェクトは順調に推移している。しかし、それをさらに強固なもの

にするため、実施すべき施策もある。自立発展性を確保するためには、今後 C/P が自ら 新技術動向を

調査するとともに、ICT 産業界の動向、ICT 産業の人材育成に関するニーズを把握して、カリキュラム

に反映できるようになること、ICTTI が既存機材の保守やアップグレード費、インターネット接続料金

を担保することが大切である。 

 

(1)組織運営管理面での自立発展性 

 C/P の組織運営管理能力に関する評価は、専門家 10名中 7名が充分である、C/P は 1名を除いて全員

が充分である、と回答している。中間評価時には、専門家 6 名中 2名が、C/P は 20 名中 11 名と半数以

上が充分ではない、と回答していたことに比して、この１年間に、かなり能力が向上してきたことがう

かがえる。具体的には、Moodle、グループウェアを活用しての ICTTI スタッフ間の連絡体制、情報共有

体制が整い活用されており、さらに毎週定例会にて、対応しなければならない課題を話し合い、専門家

の後押しが必要な時があるものの、その対応策を検討する仕組みを、C/P が主体的に取り組むようにな

ってきている。 

 

 ICTTI の成熟度が増してゆくにつれて、C/P の配置人数や配置転換、ICTTI 以外の UCSY の業務との比

率等が徐々に変わってゆくことが予想される。これらについて、C/P マネジメント層が注意深く計画立

案し、実行してゆくことが、ICTTI が今後も継続して自立発展してゆくのに不可欠である。これから、

現存のコースや、新規追加科目の短期コースモジュール化などの予定もあることから、これらの点につ

いて、バランスの取れた計画立案が C/P マネジメント層によってなされることが望まれる。特に、MOST

傘下のコンピュータ大学に所属している国家公務員である C/P の配置転換は、長い目で見て避けて通れ

ないことから、経験のある C/P が新 C/P を育成してゆく仕組みの、さらなる強化が望まれる。 

 

 ICTTI が今後どういう方向に進むべきかを戦略立案するための材料がまだ不足している。終了時評価

時点では、活動 4-6「修了生就職先企業に対してアンケートを実施する」はまだ充分に実施されている

とは言えない。これらの活動も、マネジメント層やリーダ格の C/P を巻き込んで実施し、C/P 自らが、

ICTTI の将来進むべき方向や重点を置くべき課題を徐々に認識してゆくようになることが望まれる。 

 

(2)財政面での自立発展性 

 ICTTI は独自の予算を持たず、UCSY から予算が配分されている。第 4フェーズから受け入れている外

部学生の受講料は一旦 ICTTI に入るが、全額国庫に納められる仕掛けになっている。しかし、特に必要

な経費が発生する場合は、その正当な理由を示したプロポーザルを UCSY 経由で MOST に提出し、予算を

獲得している。ワークショップの一環で導入したラインキャンパスとロガキャンパス間での WiMAX 接続

を有効利用するための接続料金や、機材の保守費や更新費の負担については、今後ICTTIが所属するUCSY

が負担することとなっており、同予算の獲得のためにも本プロジェクトの成果を内外に示していくこと
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が重要である。 

 

(3)技術面での自立発展性 

 C/P が自分の知識や技術を今後も自ら更新し続けていけるかについて、中間評価時には、C/P は全員

できると回答していたが、専門家は 7名中 3名が、まだ余り可能ではない、と回答していた。本終了時

評価時には、C/P も専門家も全員、可能である、と回答している。特に NWの C/P は、WiMAX ネットワー

ク構築のワークショップを通じて民間会社とも関係を持つことができ、そこからも新技術動向を得るこ

とができている。C/P は、教材は必要に応じて更新しているが、技術革新にあわせて ICTTI で扱う技術

トピックを新たに選定し、必要に応じてカリキュラムレベルまで更新できるかは、さらなる努力が必要

という専門家の評価がある。この点がさらに強化されてゆけば、より一層自立発展性が確保されること

になろう。これからは、整備された UCSY のネットワーク環境を駆使し、インターネットなどから情報

を取得したり、ネット上の技術フォーラムに参加したり、さらには、民間企業に就職した修了生とのチ

ャネルなどを活かし、自らの知識とスキル向上の手立てをより多く持ち、それらを活用して、自身の技

術力向上がなされることが望まれる。 

 一方で、ミャンマーではインターネットが未だ不安定であったり、大学教員である C/P の雇用契約等

が非常に厳しく、民間企業への転職や海外への留学なども容易でないなど、制約条件が多々ある。こう

いった状況においては、本プロジェクトでの本邦研修や ICTTI の活動を通じた在ミャンマーの民間企業

との連携が、現時点での唯一の 新情報の入手手段であることはここに明記しておく。 

 

3-2 評価結果の総括 
 上述の通り、概ね良好な結果となっており、残りの期間でプロジェクト目標の達成は十分可能である

と評価できる。ただし、ミャンマーの国情もあり（大臣の意向に簡単に左右され、方針の変更が頻繁に

起こる）、自立発展性を高めるためにも第 4 章に挙げる提言を踏まえた活動を継続していくことを検討

すべきである。 
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第４章 提言と教訓 

 

4-1 提言 
 終了時評価の提言として以下の項目を上げ、自立発展性をより高めるためにプロジェクトを延長し、

必要な技術支援を継続することを提言する。 

(1)短期コースの開催 

(2)外部向けセミナーの開催 

(3)他大学の教員へのサポート 

(4)ICTTI の修了生に対するフォローアップ 

(5)C/P マネジメント層のマネジメント能力向上支援 

 

(1)モジュールベースの短期コースの開催 

 現行のトレーニングコースは、22 週間と比較的期間が長いため、IT 業界や公的機関から、短期集中

コース（トレーニング内容を関連項目毎にモジュールに分割して構成するコース、以下モジュールベー

スと呼ぶ）実施への要望がある。多様化するトレーニングニーズへの対応と、ICTTI のカリキュラムや

クラスルームなどのリソースを効率的に活用するためにモジュールベースのトレーニングコースの導

入を提案する。この導入のためにプロジェクトは、1)トレーニングニーズに関する調査のさらなる実施、

2)現行のトレーニングをモジュールベースに再設計するための助言、3)新規アドバンスコースの立ち上

げのための追加の技術移転が必要である。モジュールベースのトレーニングを実施することにより、

ICTTI は、年間 400 名以上の修了生を輩出でき、プロジェクト終了 3年後には合計 1200 名程度の修了生

を輩出できる計算になる。これは現在の上位目標指標の 2倍である。 

 

(2)外部向けセミナーの開催 

 C/P が自分で率先して新技術動向をアップデートする能力をより高めるため、C/P が専門家の支援を

受けながらテクニカルセミナーを実施することを提案する。C/P にとって、自身の技術力を内外にアピ

ールする機会になるとともに、ICTTI の宣伝ともなることから、それらのセミナーは外部にも公開され

ることが推奨される。同時に、そのセミナーに修了生も招き、彼らから ICTTI のトレーニングコースの

ニーズに関するフィードバックを得る機会に活用することも提言する。 

 

(3)ICT 関連大学の教員トレーニングへのサポート 

本プロジェクトを実施中に、ミャンマー側からのリクエストがあり、ICTTI のトレーニング対象者が、

当初予定されていたコンピュータ関連大学の卒業生で将来ミャンマーのICT関連産業界で職を得ようす

る者に加えて、コンピュータ関連大学教員も追加された。このように同時に 2つの受講ターゲット層を

持つことは、プロジェクト目標と上位目標に対して矛盾は発生しないと判断し、JICA はそれを承認し、

そのための支援を実施した。具体的には、コンピュータ関連大学教官用の学生枠を各フェーズ毎に設け

たり、ネットワーク技術コースのワークショップ課題として、UCSY キャンパスのコンピュータネットワ

ークの設計や実装を支援した。ICT 関連大学の教員トレーニングをする意義は、その教員の技術力向上

に寄与し、各大学に戻りその内容を広めることが期待される。また、特に ICTTI のマネジメントの視点
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からは、経験を積んだ C/P が人事異動により、ICTTI を離れる可能性があることから、C/P と成り得る

実力を持った新 C/P 候補人材をより多く持つ意味においても大切であるため、今後も続けられることが

望まれる。 

 

(4)ICTTI の修了生に対するフォローアップ 

ミャンマーでは、求人・就職活動は知人ネットワークを利用してなされるのが一般的である。また、

モジュールベースのトレーニングのニーズ調査や、ICTTI の宣伝を企業に対し、および潜在的応募者へ

宣伝するのに、修了生を活用することも考えられる。ICTTI が組織的に修了生同窓会組織を立ち上げ、

修了生とのネットワークを強固なものとしてゆくことを提言する。どのようなシステムが適切か、ミャ

ンマーの慣習を熟知している C/P が主体的に試行錯誤する中で、適切な方法が見つけられることが期待

される。 

 

(5)C/P マネジメント層のマネジメント能力向上支援 

C/P マネジメント層のマネジメント能力は 1 年前の中間評価時に比して向上していることが観察され

た。現在のマネジメント層および次期マネジメント候補層に対して、そのマネジメント能力向上を意識

して、プロジェクト実施プロセスの中に、彼らを巻き込んでの ICTTI の将来計画（何のコースを、誰を

対象に、どの規模で実施してゆくか等）や財務計画（機材の保守やアップグレード計画やその予算措置

等）の策定活動を組み込んでゆき、彼らのマネジメント能力向上支援がなされれば、さらに本プロジェ

クトの自立発展性が強固になると考える。 

 

4-2 類似プロジェクトへの教訓 

今回の終了時評価調査の結果をふまえ、類似案件へ以下の教訓を抽出する。 

 

(1)C/P の人事異動に対する策をプロジェクト初期から盛り込む 

JICA プロジェクトにおいて、C/P は公務員であることが多く、その公務員の人事異動のローテーショ

ンによって、C/P がプロジェクト期間中に異動になることもあり得る。その人事異動を、プロジェクト

の外部要件と捉えるのではなく、それに対する対策を、プロジェクト内部の活動として取り込んだ人材

育成策を、プロジェクト実施初期段階から導入しておくことが望まれる。ただし、人材育成の観点から

2年や 3年では出来るものではなく、5年から 10年をかけて行うことを当初から念頭においてプロジェ

クトを計画していく必要がある。 

 

(2)LMS(Learning Management System:学習管理システム)の導入 

本プロジェクトでは、オープンソースの学習管理システム Moodle が導入され、試験実施、試験結果

自動集計、教材の配布や、学生の成績管理、受講履歴管理等に活用して、トレーニングの効果・効率向

上に貢献している。本システムはオープンソースで無償であり、すでに世界中で実績があることから

JICA の他のトレーニング関連のプロジェクトでも活用することを薦める。 

 

(3)マネジメント能力支援の重要性 
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技術協力プロジェクトの場合、概して技術移転に焦点があたり、プロジェクト実施機関のマネジメン

ト能力への支援が十分でないことがある。特に自立発展性を確保するためにはマネジメント能力の強化

が不可欠なことから、マネジメント能力向上に必要な投入を確保するべきである。本プロジェクトの PDM

では、マネジメント能力強化に必要な活動が含まれていなかったが、今後は PDM 上でマネジメント強化

に関する成果と活動を明確にすることを教訓としたい。 

 

(4)停電対策案の選択について 

JICA がプロジェクトを実施している国や地域では、電気供給が不安定であり頻繁に停電したり、電圧

の振幅が激しいなどの問題がある場合がある。そのための措置として導入される UPS や電圧安定機であ

るが、そのカバーする範囲が PC１台規模のものから、教室全体、建物全体のもの、また電気供給時間も

数分のものから何時間に渡るものまで多様である。高機能な機材は、高価であるとともに、保守にもそ

れなりの費用がかかる。低機能なものは保守費はかからなくても、数分しか効力を発揮しない、などの

メリット、デメリットがある。UPS 導入時には、その後の保守のしやすさ（現地で保守ができるか、保

守に係るリードタイム、保守費（ただし保守頻度は導入前には予想し難い場合もある））も考慮して、

選定する必要がある。 

また、昨今ノート型パソコン（ラップトップ）の低価格化も見られることから、停電対策としては、

UPS に頼らず、ラップトップ PCのバッテリーに頼るという選択肢もある。どの選択肢を採るかは、予算

はもちろん、停電時にどれだけ PC を使用し続けなければならないかの要求定義にも関わってくる。プ

ロジェクトの導入機材（場合によっては施設）設計時には、これらの点を総合的に判断し停電対策案を

決めてゆくことを教訓としたい。 

 

(5)トレーニング関連技術協力プロジェクトのプロジェクトスコープの柔軟な拡大 

トレーニング関連の技術協力プロジェクト（特に職業訓練の要素が強いプロジェクト）では、通常、

以下の発展ステップをたどることが多いと思われる。 

ステップ 1）トレーニングを実施できるようになる準備をする（建物・機材・教材整備や教員への技術

移転） 

ステップ 2）トレーニングの実施 

ステップ 3）トレーニング学生のトレーニング修了時の品質保証 

ステップ 4）トレーニング修了生の出口確保（就職して社会に出てゆくように仕込む） 

 

ステップ 1から 4全段階を通して）マネジメント力強化 

 対象国や、設定されたプロジェクトサイトの人的資源のキャパシティによって、ステップ 1から 4に

かけて必要となる期間に差があるため、プロジェクト開始前のプロジェクト設計時点では、ステップの

どの段階までをプロジェクト期間内で標榜すべきかは容易には図り難い。その場合には、短めのフェー

ズ 1プロジェクトで、ステップ 2ないしは 3までをプロジェクトスコープとし、この段階に期間内で到

達しそうな成功しているプロジェクトに関しては、比較的容易にフォローアップ、ないしは、フェーズ

2 として、ステップ 4 までプロジェクトスコープに含められるという様に、柔軟にプロジェクトスコー

プを拡げられる仕組みがあれば、なお効果・効率性の高い技術協力プロジェクトが実施できると考える。
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第５章 調査団所感 

 

 今回の終了時評価調査実施に際しては、2006 年 5 月に日緬間で締結された基本合意文書である

R/D(Record of Discussion)及び、その後の実施協議や運営指導、中間評価等における協議結果合意文

書である M/M（Minute of Meeting）に則り、プロジェクト基本枠組みを示す PDM を基に、特に中間評価

からの改善点及びプロジェクト期間終了後の自立発展性に注目し評価を行った。 

 評価結果の詳細は付属資料１協議議事録にある評価報告書（以下、報告書）に記載するところである

が、ミャンマー側の意向により報告書の記載から外した点などを含め、日本側調査団の所感を以下に要

点のみ記す。 

 

（1）中間評価時点からの進展 

2008年 9月に実施した中間評価調査の結果を受けた提言（①PDMの改訂、②マネジメント能力の強化、

③修了生のフォローアップ、④本邦研修の強化、⑤C/P の確保、⑥ICTTI 中長期計画の策定）について

は真摯に取り組んでいることを確認した。しかしながら、②、③、⑥に関しては上位機関である科学技

術省の意向もあり、UCSY だけで実施することが難しい点も改めて明らかになった。 

また、中間評価調査時に所感として挙げた項目については以下の通り。 

①「インターネットアクセスの改善」 

 ミャンマー側の自助努力により光ファイバーによるインターネットアクセスが実現した。 

②「実践的ワークショップの実施」 

・ラインキャンパスの A棟（プロジェクトサイトの隣の棟）：完了 

・ロガキャンパス（ヤンゴンから 20Km 離れた UCSY の学部生向けキャンパス）：完了 

・WiMAX：ワークショップとして設計、工事はほぼ完了しており、接続テストも成功している。正式な

レポートの提出を待って完了となる9。 

③C/P 数の維持 

 現時点では 3名の欠員が出ているが、過去の欠員に関しては順次補充しており、今後も人事異動の機

会をみて補充し、C/P 再生産のプロセスにより C/P 数の維持についてはミャンマー側も努力することを

確認した。 

④出張講義の実施 

 ミャンマー政府の意向により外国人専門家の地方移動を制限しており、ロガキャンパスでの実施とな

った。一方 C/P が頻繁に地方大学での出張講義を行っており、専門家が直接訪問できない地域は C/P に

よりカバーされている。 

 

（2）終了時評価結果 

報告書に記された通り、本プロジェクトにかかる終了時評価は日緬間の協議を経て、総じて高い結果

となった。本件実施にかかる妥当性、有効性、効率性に関しては「High（高い）」と評価され、インパ

                                            
9終了時評価調査時点では接続テストの結果待ちであったが、本終了時評価調査報告書作成時点で接続テストが完了し、レポートの提出

を待っている状態であったことから同記載とした。 
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クトは「Positive」、自立発展性のみ「Favorable（進展が見られる）」であると評価された。 

自立発展性のみやや低い評価とされた主たる理由は、プロジェクト期間中になされた技術移転の中で日

本人専門家への依存度が比較的高かった「 新技術動向の調査」に関し、若干の不安が残る点である。

また、修了生へのフォローアップや IT 産業界との連携については技術移転が落ち着いてきたことから

プロジェクトの終盤になってその必要性を理解し、実施に向けた活動が開始されたところである。ミャ

ンマー側 C/P は非常に優秀で、プロジェクト活動への参加も積極的であったが、C/P 数に欠員が生じて

いたことや、慢性的に大学教員が不足していることから、他の大学での出張講義などのサポートにも時

間を割く必要があった。その中でも、既存の講義内容の改善などは学期毎に C/P 内で見直しを行うなど

プロジェクトで当初想定していた機能は有しているものの、変化の早い IT 業界のニーズにマッチした

研修内容の更新・新設に適切に対応するには、いまだ専門家のサポートを必要とし、自立発展できるレ

ベルには達していない。 

 

 これら自立発展性にかかる数点の不安要素を踏まえ、自立発展性をより高めるためにプロジェクトを

延長し、必要な技術支援を継続することを提言し、プロジェクトの合同調整委員会（JCC）は当提言を

含む今回の評価結果を承認した。延長にあたっては、別途 M/M を締結し、延長期間中の活動内容につい

て改めて日緬間で合意することとした。 

 

（3）本プロジェクトの意義 

 本プロジェクト実施の意義は事前調査及び中間評価において既に検証されているが。今回終了時評価

において、改めてミャンマー国における IT 産業との関係を内外関係者との意見交換及びインタビュー

から検証した。 

 

 ミャンマー国 IT 産業の動向に関する統計はないが、事前調査、中間評価調査と同じミャンマーコン

ピュータ産業協会（MCIA）からの聞き取り調査によると、MCIA 加盟社数はプロジェクト実施協議調査時

点の 2003 年の 135 社から終了時評価時点で 400 社に増えている。またミャンマー 大の ICT 企業の 1

つである KMD 社はミャンマー国内に 34 ヶ所のトレーニングセンターを有しており、約 700 名のスタッ

フのうち 400 名が教員として働いている。開講しているコースもオフィス系ソフトウェアの使用法や

DTP 、CAD といったアプリケーションのコースから Java、VB.net や Network Engineering など専門的

な科目まで教えている。その他、中小の企業でも自社内にトレーニング機関を開設し、卒業生を雇用す

るなど、IT 産業において人材育成の需要は非常に高い。一方で優秀なエンジニアの海外流出が多く 、

慢性的な人材不足から仕事を請けられないケースもあり、人材不足がマーケットの拡大の大きな足かせ

となっている。 

かかる状況において、本プロジェクトの存在は大きく三つの意味を持っていると評価できる。 

 

一つは、ミャンマー国のIT教育においてこれまで講義中心であった授業に実習を導入したことである。

ミャンマー国のコンピュータ大学では実習用の PC も不足しており、プログラミングなども紙の上でシ

ュミレーションするのが精一杯であった。また、他の IT 企業のトレーニング機関でも実習を取り入れ

たコースを開講しているが、あくまで基礎力を身につけるものであり、ミャンマー国のコンピュータ大
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学の中心的役割を担っている UCSY 内にある ICTTI では産業界ですぐに使える実践的なトレーニングを

行っており、卒業生を雇用した企業からも評価されている。さらに技術移転の対象は大学の教員であり、

開講しているコースにも大学教員を積極的に参加させていることから、ミャンマー側では ICTTI で教え

ている内容を他のコンピュータ大学へ展開する計画をもっており、今後のミャンマー国の IT 教育に対

して大きなインパクトを与えている。 

二つ目は、民間需要と教育機関が輩出する人材のギャップを埋める仕組みを構築した（しつつある）

ことである。これまでミャンマー国では民間需要に関係なく、独自でカリキュラムや教材を作成してい

た。本プロジェクトでは可能な限り積極的に民間需要の把握につとめ、講義の度にその内容を見直す仕

組みを構築しておりそれが根付いている。今後は卒業生へのフォローアップや ICTTI 主催で外部向けに

もセミナーを開催することで、さらに民間需要を取り込んだ講義内容へと更新していくことを目指して

おり、民間需要の期待にこたえる人材を輩出する教育機関としてミャンマー国における ICTTI の果たす

役割は大きい。 

後に、わが国としては、本プロジェクトを「民主化・経済構造改革に資する人材育成」のための案

件と位置づけている。上述したようにミャンマー国においては優秀な IT エンジニアはシンガポールを

はじめとした海外に流出している。ミャンマー国の IT 企業へのインタビューにおいて中間評価時まで

は人材流出を問題視する発言が目立っていたが、終了時評価時においては、海外に流出したエンジニア

を通じてアウトソーシングを受注するなど新たなビジネスの創出が始まっている。過去インドの技術者

がアメリカで経験を積んだ後にインドで起業しているように、IT 企業の社長なども海外で経験を積んだ

技術者が将来ミャンマーに戻ってくることを期待しており、ITエンジニアの裾野を広げておくことで将

来民主化・経済開放が実現した暁には経済発展の起爆剤となることが期待されている。また、まだ多く

はないものの、日本の企業からアウトソーシングを請け負っている企業も出始めており、2009 年 8月 9

日に在ミャンマー日本大使館とミャンマーコンピュータ協会（MCF）で共催された「ミャンマーIT オフ

ショア開発セミナー」では 200 名の定員に 250 名の参加者が集まるなど、日本 IT 産業関連企業からの

オフショア開発の候補地として十分なポテンシャルがあり、実践力のあるエンジニアを輩出する本プロ

ジェクト実施の意義は高い。 

 

（4）プロジェクトの延長について 

2008 年度の要望調査においてミャンマー側よりフェーズ 2 の要請があがっていた。しかし、要請時

期が中間評価時点（2008 年 9 月）であったことから、終了時評価の際に再度検討するべく、この間プロ

ジェクト内で次フェーズの活動計画について協議を重ねてきた。2009 年 2月には日本から運営指導調査

団を派遣し、現在のプロジェクト終了後の計画について協議を行い、方向性を確認した上で今回の報告

書の提言となった。延長にあたっては、その理由は以下の通りである。 

①自立発展性の確保 

 報告書にある通り、プロジェクト目標はほぼ達成しているものの、C/P の再生産の仕組みづくり、短

期コース（既存コースの細分化）の開催、卒業生へのフォローアップなどの活動を強化することで自立

発展性を高める必要がある。 

②フェーズ 2要請への対応 

 ミャンマー側からは地方大学への展開を目指したフェーズ 2の要請が挙がっていたが、専門家の移動
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が制限されている状態では地方における技術移転は不可能である。上記協議において、ICTTI で開催し

ている研修コースに地方大学の教員を生徒として受け入れ、それら教員が ICTTI で習ったことを地方大

学で展開することで対応することとした。また、C/P の再生産の仕組みを定着させることで、経験を積

んだ C/P を ICTTI に留めずとも自立発展性を保ちつつ、地方大学への異動を可能にし、地方展開を行う

ことが可能となる。 

 このことから、フェーズ 2として新たに立ち上げずとも既存のプロジェクトのフレームワークの中で

対応が可能であることから延長することでその要請に答えることとしたい。 

③延長期間 

 延長の期間についてはプロジェクトの残りの期間でより詳細に検討する必要があるが、本プロジェク

トがプロジェクト期間を大学の学期に合わせて半年ずつに区切り、6 つのフェーズに分けて実施してき

たことを踏まえ、専門家から C/P への技術移転のフェーズ、C/P による教員に対する模擬授業のフェー

ズ、外部からの学生も含めた授業を行うフェーズ、自立発展に向けた仕上げのフェーズと 4 フェーズ、

約 2年間程度延長するのが望ましいと考えている。 

 

（5）ミャンマーの特殊事情 

①学長と大臣の関係 

 本件実施機関であるヤンゴン・コンピュータ大学（UCSY）は科学技術省（MOST）傘下にある大学であ

り、ミャンマーにおけるコンピュータ大学の中心的な役割を担っている大学である。本件実施前の事前

調査の際は産学連携に積極的なパイティン氏が学長を勤めていたため産業界との連携を強く意識した

プロジェクトが形成された。 

 しかし、R/D 署名前に現在の科学技術省大臣の抜擢によりニラティン氏が学長に就任した。ニラティ

ン氏は大臣から抜擢されたこともあり、大臣の意向に沿うことを命題としており、過度な民間人との接

触を嫌っている大臣の意向もあり、また本件開始直後はプロジェクトへの理解も不足していたこともあ

り、しばしば専門家との間で意見が対立することがあった。 

 終了時評価時点までに中間評価調査及び2度に渡る運営指導調査において日緬で十分な意見交換を行

ってきたこと、また現場レベルにおいては専門家及び C/P の地道な活動の積み重ねにより十分な成果の

発現が確認されるに至った。 

一方、2010 年中にミャンマー国では総選挙が予定されており、その結果によっては科学技術省大臣の

交代もあり得る。その場合は当然の結果として大臣の抜擢で学長に就任したニラティン氏も交代になる

可能性がある。 

このようなことから本プロジェクトはハイレベルでは政治的な影響を大きく受ける案件ではあるも

のの、現場では C/P の能力は着実に向上しており、プロジェクトの自立発展性を高めておくことは将来

の政治的な変化に対応するためにも現時点でわが国ができる支援として継続すべきである。 

 

②カウンターパート 

 本件ではプロジェクトディレクター（UCSY 学長）はじめ、現在アサインされているミャンマー側 22

名のうち 20 名が女性で、男性は 2 名だけである。これはミャンマー国において教員が主に女性の職業

と認知されており、UCSY の教授陣もそのほとんどが女性となっている。 
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 また、ミャンマー国では公務員も契約ベースとなっており、自主退職には厳しい罰則が科せられるこ

とになっている。さらに、例えば本件への C/P としての参加にあたっては参加する本人にもベネフィッ

トがあるものとして契約の延長が科せられている。このことは一見プロジェクトとして C/P を継続的に

確保できるようであるが、実際には上位機関である MOST の指示により他大学への異動や過度なワーク

ロードを科されるなど C/P にとっては決して望ましい状況にはなっていない。この状況はプロジェクト

開始当初は分かっておらず、プロジェクトが進むに従って専門家の日々のコミュニケーションから徐々

に判明したことである。事実、中間評価時点では C/P とミャンマー側マネジメントの間で表面上は見え

にくい対立があり、C/P の定着及びプロジェクトの継続に重大な影響を及ぼしかねない状況であった。 

 C/P を含むミャンマー人同士の確執などは一般的には相手側の問題として捉えられているが、その確

執がプロジェクトを実施したことにより起こったとすればその対応もまたプロジェクト内で行うべき

である。そこで、本プロジェクトにおいては中間評価でその有効性を十分検証した上で、C/P 全員が本

邦研修を受ける機会を得、また専門家による技術移転の内容を充実させた。そのことによって確執もあ

る程度解消され、成果の発現に繋がったこともここに記しておく。 
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